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１ はじめに 

  

日本における在留外国人数は、２０１８年６月末時点で約２６４万人と過去最高と

なっている。リーマンショックがあった２００８年以降減少に転じた時期はあったも

のの、２０１３年から再び増加に転じ、総人口に占める在留外国人の割合も過去最高

を記録しているとともに、多国籍化も進んでいる。また２０１９年４月には、新たに

外国人材の受入れのための在留資格（「特定技能１号」「特定技能２号」）の創設等を内

容とする「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」（平成

３０年法律第１０２号）が施行される。 

 

総務省では、地方自治体に対して多文化共生の推進に係る指針・計画の策定及び地

方における多文化共生の推進の計画的かつ総合的な実施を促すため、「地域における多

文化共生推進プラン」の策定や先進的に取り組む団体の事例をまとめた「多文化共生

事例集」の公表などを通じて、地域における多文化共生施策の推進を図ってきた。 

 

外国人住民を取り巻く状況も踏まえ、全国的に多文化共生の推進がますます重要な

課題となっていることから、２０１８年１０月に「地域における多文化共生の推進に

関する研究会」を設置した。以来４回にわたり研究会を開催し、地方自治体への多文

化共生に関するアンケート調査の結果等も踏まえ、多文化共生に係る優良な取組の新

たな共有手法について議論を行うとともに、委員による取組事例の発表等を行ってき

た。 

 

本報告書は、これらの議論や多文化共生に係る地方自治体等の取組事例を取りまと

めたものである。 
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２ 地域における多文化共生の取組状況等 

 

（１）在留外国人の状況 

 

日本における在留外国人数は、２０１８年６月末時点で約２６４万人と過去最高と

なっている。平成の３０年間では、リーマンショックや東日本大震災の影響で２００

８年以降減少に転じた時期はあったものの、２０１３年から再び増加に転じ、約２．

５倍以上の増加となっている。また、総人口に占める在留外国人数の割合も同様の傾

向が示されており、過去最高を記録している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在留外国人の国籍・地域別の推移をみると、中国や韓国、フィリピン、ブラジルに

加え、ベトナムやネパール、インドネシア、タイといった東南アジア・南アジア各国

が増えてきており、多国籍化も進んでいる。 

また、在留外国人の在留資格別の推移をみると、特に「技能実習」や「留学」の在

留資格を持つ者が増加傾向にある。 
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さらに、都道府県別外国人住民数の状況については、２０１８年と２０１３年を比

較すると、全ての都道府県で外国人住民数・外国人住民割合ともに増加しており、全

国平均で約２６％の増となっていることがわかる。また、大都市部を抱える地方自治

体において増加数が全国平均を超える団体が多い一方、地方圏においても増加率が全

国平均を超える団体が多くある結果になっている。 

 

 

２ 

4



  

 
 

（２）多文化共生に係る指針・計画の策定状況 

 

総務省では、２００６年３月に「地域における多文化共生推進プラン」を策定し、

全国の地方自治体に対し、多文化共生の推進に係る指針・計画を策定するとともに、

多文化共生施策の計画的かつ総合的な実施を促してきた。 

プランの策定以降、外国人住民が多く住む地方自治体などを中心に多文化共生に係

る指針等の策定が進み、２０１８年４月時点で、都道府県や指定都市、外国人集住都

市会議会員都市ではほぼ１００％の策定状況となっている。その一方で、市区町村（指

定都市除く）では、約４割程度の策定状況となっており、取組に濃淡があるところで

ある。今後、全国の市区町村で多文化共生の取組がますます重要となっていくものと

考えられる。 
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（３）多文化共生に関するアンケート調査 

    

総務省では、本研究会の開催に先立ち、２０１８年９月に都道府県、指定都市、中

核市等の地方自治体を対象に、多文化共生の取組状況等を把握することを目的にアン

ケート調査を実施した。（アンケート調査結果の概要は参考資料４を参照） 

なお、回答があった５３６団体のうち、多文化共生に関する指針等の策定済み団体

が４２１団体、未策定団体は１１５団体であった。 

 

①重点的に取り組んでいる分野 

 

多文化共生に関する指針等の策定済み団体において、現在重点的に取り組んでいる

分野に関するアンケートの調査結果は以下のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県では、「防災に関する支援」を挙げた団体が最も多く、「地域における情報

の多言語化」、「教育に関する支援」、「地域社会に対する意識啓発」といった分野が続

いている。 

指定都市では、「地域社会に対する意識啓発」を挙げた団体が最も多く、「地域にお

ける情報の多言語化」、「防災に関する支援」、「教育に関する支援」といった分野が続

いている。 

市区町村では、「地域における情報の多言語化」を挙げた団体が最も多く、「日本語
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及び日本社会に関する学習支援」、「地域社会に対する意識啓発」、「教育に関する支援」

といった分野が続いており、より日常の生活に関連した分野が多く挙げられた傾向で

あった。 

全体としては、順位は異なるものの、多く挙げられた分野としては都道府県・指定

都市・市区町村のいずれも同様の傾向であった。 

 

②現在課題と認識している分野 

 

現在課題と認識している分野に関するアンケートの調査結果は以下のとおりであっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県では、「防災に関する支援」を挙げた団体が最も多く、「日本語及び日本社

会に関する学習支援」、「地域における情報の多言語化」、「医療・保健・福祉に関する

支援」といった分野が続いている。 

指定都市では、「地域における情報の多言語化」を挙げた団体が最も多く、「日本語

及び日本社会に関する学習支援」、「防災に関する支援」、「地域社会に対する意識啓発」

といった分野が続いている。 

市区町村では、「防災に関する支援」を挙げた団体が最も多く、「地域における情報

の多言語化」、「日本語及び日本社会に関する学習支援」、「教育に関する支援」といっ

た分野が続いている。 
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全体としては、「①重点的に取り組んでいる分野」での結果と同じく、順位は異なる

ものの、多く挙げられた分野としては都道府県・指定都市・市区町村のいずれも同様

の傾向であった。 

 

③未策定団体における今後の検討状況 

 

指針等の未策定団体（１１５団体）に対する、今後の検討状況に関するアンケート

の調査結果は以下のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後策定を予定又は検討していると回答した団体が５８団体（約５０％）あり、こ

の結果からも今後新たに多文化共生に取り組む団体が増えていこうとしていることが

わかる。 
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④先進的な取組の共有について 

 

指針等の策定・未策定に関わらずすべての団体に対する、先進的な取組の共有に関

するアンケートの結果は以下のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先進的な取組の共有が期待されている分野 

都道府県では、「防災に関する支援」を挙げた団体が最も多く、「日本語及び日本社

会に関する学習支援」、「地域における情報の多言語化」、「医療・保健・福祉に関する

支援」といった分野が続いている。 

指定都市では、「地域における情報の多言語化」を挙げた団体が最も多く、「日本語

及び日本社会に関する学習支援」、「医療・保健・福祉に関する支援」、「防災に関する

支援」「外国人住民の自立と社会参画」といった分野が続いている。 

市区町村では、「防災に関する支援」を挙げた団体が最も多く、「地域における情報

の多言語化」、「日本語及び日本社会に関する学習支援」、「地域社会に対する意識啓発」

といった分野が続いている。 
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・共有手法について 

先進的な取組の共有手法として、「（ア）先進的な取組を行っている自治体の職員等

から助言を受けられるアドバイザー制度」の活用と「（イ）地域の自治体が集まり、多

文化共生にかかる先進的な取組の紹介や団体間での情報共有等を行う会議」への参加

に対する意向調査を行った。その結果は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「（ア）先進的な取組を行っている自治体の職員等から助言を受けられるアドバイザ

ー制度」については、都道府県・指定都市で７割程度の団体で、市区町村では５割程

度の団体で活用の意向が示されている。また、「（イ）地域の自治体が集まり、多文化

共生にかかる先進的な取組の紹介や団体間での情報共有等を行う会議」については、

都道府県では８割程度、指定都市では９割の団体で、市区町村では６割を超える団体

で参加の意向が示され、地方自治体において先進的な取組の共有に関するニーズが高

いことがわかる結果となっている。 
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（４）多文化共生に係る国の方針等 

 

２０１８年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」（骨太

の方針２０１８）では、「外国人材の受入れ拡大を含め、今後も我が国に滞在する外国

人が一層増加することが見込まれる中で、我が国で働き、生活する外国人の生活環境

の整備を行うことが重要」とし、外国人との共生に関する記述が盛り込まれた。 

 

また、骨太の方針２０１８と同日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本

方針２０１８」でも「地域における多文化共生施策を一層推進する」ことに言及され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後、政府では、法務省において外国人の受入れ環境の整備に関する企画及び立

案並びに総合調整を行うこととし、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となっ

て総合的な検討を行うため、「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」が設置

された。同会議において、２０１８年１２月末に「外国人材の受入れ・共生のための

総合的対応策」が了承され、政府全体で外国人との共生社会の実現に必要な施策を着

実に進めていくこととしている。 
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（５）これまでの研究会等での議論 

    

総務省では、「地域における多文化共生推進プラン」の策定以降、これまで数次にわ

たり多文化共生に関する研究会等が開催されてきた。 

直近では、２０１６年に「多文化共生事例集作成ワーキンググループ」が開催され、

「コミュニケーション支援」、「生活支援」、「多文化共生の地域づくり」に加え、「地域

活性化やグローバル化への貢献」の４つの項目ごとに多文化共生の優良な取組を掲載

した「多文化共生事例集」を公表している。 

また、２０１７ 年５月から２０１８ 年３月まで、「災害時外国人支援情報コーディ

ネーター制度に関する検討会」を開催し、災害時に行政等から提供される災害や生活

支援等に関する情報を整理し、それらの情報と外国人被災者のニーズとのマッチング

を行う災害時外国人支援情報コーディネーター（以下「情報コーディネーター」とい

う。）についての提言がなされた。 

当該報告書を踏まえ、地方自治体における情報コーディネーターの養成を促進する

ことを目的として２０１８年度から研修を実施している。 
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３ 多文化共生に係る優良な取組の新たな共有手法 

 

総務省では、これまで「地域における多文化共生推進プラン」や「多文化共生事例

集」の普及などを通じて、地域における多文化共生施策の推進を図ってきたが、前述

のアンケート調査の結果でも示されているとおり、先進的な取組の共有に対する地方

自治体のニーズは高く、今後、先進的な地方自治体の取組事例を横展開し、全国的に

市区町村レベルでの取組を一層加速させていくことが求められている。そこで、本研

究会では、多文化共生に係る優良な取組の新たな共有手法として、多文化共生に先進

的に取り組む地方自治体からの助言や情報共有を促進するアドバイザー制度の創設や、

地方自治体が情報共有等を行うための会議の開催に係る仕組みや運用方法等について

議論を行った。 

 

（１）多文化共生アドバイザー 

 

多文化共生の取組を更に推進していくに当たり、これまで先進的に取り組んできた

地域の取組を参考としていくことが大切であり、多文化共生に先進的に取り組む地方

自治体からの助言やサポートを一層促進するため、以下のとおり「多文化共生アドバ

イザー」制度の検討を行った。 

   

 ＜多文化共生アドバイザーの対象＞ 

多文化共生施策に先進的に取り組む地方自治体の担当部署又は職員を対象とする。 

なお、募集方法としては、総務省から各都道府県に対して照会し、都道府県又は域

内市区町村の担当部署又は職員の推薦結果を踏まえ、多文化共生アドバイザーとして

登録することが想定される。 

 

 ＜データベースの作成＞ 

多文化共生アドバイザーの活用を希望する地方自治体の参考となるよう、総務省は、

アドバイザーとなる地方自治体の担当部署又は職員を一覧としたアドバイザー名簿を

作成し、アドバイザーに関する情報提供等を行う。 

アドバイザー名簿に掲載する情報としては、部署名（又は氏名）、所属、所属団体の

基礎情報のほか、主な対応分野を基本とする。主な対応分野については、前述のアン

ケート調査の結果を踏まえ、「多言語による情報提供」「教育」「防災」などを含むもの

とする。 

 

＜活用の流れ＞ 

多文化共生アドバイザーの活用を希望する地方自治体は、総務省が作成するアドバ

イザー名簿を参考にして相談（相手団体への訪問、職員の派遣依頼、メールや電話で

の問い合わせ等）を行うこととする。なお、アドバイザーの活用に当たっては、必要

15



  

 
 

に応じ、総務省に対して相談を行うことができる。また、アドバイザーの活用実績に

ついては、総務省で蓄積され、全国の地方自治体に共有されるとともに、アドバイザ

ーの活用促進につなげていくことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）多文化共生地域会議 

 

一定の地域単位で多文化共生に係る現状や課題、今後の方向性等を共有するととも

に、有識者・多文化共生アドバイザーによる講演や先進事例の紹介等を通じて、地域

における多文化共生施策の更なる推進を図るため、「多文化共生地域会議」の検討を以

下のとおり行った。 

 

 ＜目的＞ 

本会議は、都道府県が域内市区町村等を対象に開催（地域ブロック単位や複数の都

道府県合同での開催も可）し、一定の地域単位で多文化共生に係る情報共有等を行う

ことによって、地域における多文化共生施策の更なる推進を図ることを目的とする。 
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 ＜開催形式＞ 

都道府県による開催（地域ブロック単位や複数の都道府県合同での開催も可）を基

本とする。なお、本会議の開催を促進するため、総務省においても希望する都道府県

との共催（年間５～６ヶ所程度）を行う。 

 

 ＜開催内容（イメージ）＞ 

想定される開催内容は以下のとおりである。 

・国の施策・全国の取組状況等の紹介 

・都道府県内の取組状況等の発表 

・有識者や多文化共生アドバイザー等による講演、先進事例紹介 

・グループ討議 等 

具体的な会議テーマの選定にあたっては、前述のアンケート調査の結果を参考とし

つつ、開催地域の実情に応じたものとすることが望まれる。 
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４ 多文化共生の取組事例等 

 

本研究会では、多文化共生の取組について、地方自治体等に所属する委員から発表

いただくとともに、事務局において調査した事例の報告を行った。 

その中から、ここでは、主な取組事例として「地方自治体の窓口等における多言語

対応」「児童生徒の教育・日本語学習支援」に係る取組事例に加え、近年、多文化共

生の観点からも活用が広がっている「ＪＥＴプログラムの活用」について紹介する。 

 

（１）地方自治体の窓口等における多言語対応 
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（２）児童生徒の教育・日本語学習支援 
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（３）ＪＥＴプログラムの活用 

 

ＪＥＴプログラムを地域における多文化共生の分野で活用する事例が増えてきてい

る。 

ＪＥＴプログラムとは、地域における国際交流の推進や外国語教育の充実のため、

総務省・外務省・文部科学省と（一財）自治体国際化協会が協力して実施している外

国青年招致事業である。同プログラムには３つの職種があるが、特に、国際交流員（

ＣＩＲ）については、高い日本語能力を有する人材を選考しており（平成３０年度：

２５７の地方自治体等が任用、３９か国、４７２人）、主には、姉妹都市などの関係

を通じた海外の地方自治体との交流において活用する事例が中心であるが、外国人住

民の増加等を背景に、近年では、多文化共生に関する業務に従事するなど地域の国際

交流の幅広い分野で活躍している。 

そうした地域におけるニーズの高まり等を踏まえ、２０１８年８月、ＪＥＴプログ

ラムの一層の活用促進について、総務省等から地方自治体に対し通知を発出している

ところである。こうした総務省等での動きに合わせ、（一財）自治体国際化協会では

、全国３０団体におけるＣＩＲの様々な活用事例をまとめた「国際交流員（ＣＩＲ）

活用事例集２０１８」を２０１８年１０月に公表している。 

ＪＥＴプログラム参加者の任用に要する経費等については所要の地方財政措置が講

じられているところであり、各地域において、多文化共生という観点からのＣＩＲの

活用についても積極的に検討することが望まれる。 
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５ おわりに 

 

総務省では、これまで「地域における多文化共生推進プラン」の策定や「多文化共

生事例集」の公表などを通じて、地域における多文化共生施策の推進を図ってきた。

地域においては、それぞれの実情を踏まえて様々な取組が展開されているが、在留外

国人の増加や多国籍化に伴い、全国的に一層積極的な対応が求められている。 

 

政府では、外国人材の受入れ・共生のための関係閣僚会議が設置され、昨年末に「外

国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」が取りまとめられた。地方自治体では、

教育や医療保健・福祉、行政情報の多言語化など各省庁の施策等を活用しながら多文

化共生に取り組んでいくことになるが、多文化共生の取組を更に推進していくにあた

っては、これまで先進的に取り組んできた地域の取組を参考としていくことが大切で

ある。本報告書でとりまとめた新たな共有手法である「多文化共生アドバイザー」の

創設や「多文化共生地域会議」の開催等を通じて、地域における多文化共生施策の更

なる推進が図られていくことが望まれる。 

 

各地方自治体においては、こうした施策を効果的に活用しながら、地域の実情に応

じた多文化共生の取組が一層推進されることを期待する。 
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参考資料 



 
       「多文化共生の推進に関する研究会」開催要綱 

 

U１ 趣旨 

近年、外国人住民の更なる増加に加え、多国籍化や高齢化等も引き続き進展して  

いる。さらに、政府においては、外国人材の受け入れ拡大のための新たな在留資格の

検討が進められているなど、外国人住民を取り巻く状況は一層変化していくことが見

込まれる。 

総務省においては、これまで、「地域における多文化共生推進プラン」を策定し、ま

た昨年３月には優良な取組事例を集めた「多文化共生事例集」を公表するなど、地域

における多文化共生施策を推進してきたところ。近年の状況を踏まえ、地域における

多文化共生施策の更なる推進のため、有識者による研究会を開催し、以下のテーマに

ついて検討を行う。 

 

U２ 名 称 

  本研究会は、「多文化共生の推進に関する研究会」（以下「研究会」という。）と称

する。 

 

U３ テーマ 

・ 地域における多文化共生にかかる全国の取組状況の分析 

・ 先進的に取り組む地方公共団体の協力を得ながら、優良な取組を普及・展開する

など、地域における多文化共生施策の更なる推進に向けた方策の検討 等 

 

U４ 構成及び運営 

(1) 研究会の構成員は、別添「構成員名簿」のとおりとする。 

 (2) 研究会には、座長１名をおく。 

(3) 座長は、会務を総理する。 

(4) 座長は、必要があると認めるときは、関係団体等に研究会への出席を求め、意

見を聴取すること及び説明を求めることができる。 

(5) 研究会は、非公開とするが、研究会終了後に配付資料を公表するとともに、速

やかに議事概要を作成し、これを公表することとする。 

ただし、配付資料については、座長が必要と認める時は、非公開とすることが

できる。  

 

U５ 開催期間 

  平成３０年１０月から本年度末頃までとする。 

 

U６ 庶 務 

  庶務は、総務省自治行政局地域政策課国際室において行う。 

 

  附 則 

  この要綱は、平成３０年１０月２３日から施行する。 
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多文化共生の推進に関する研究会 

構成員名簿 

 

（五十音順：敬称略） 

 大里 誠治 美濃加茂市市民協働部地域振興課職員 

 

日下 純子 島根県環境生活部文化国際課長 

    

佐藤 宏明 浜松市企画調整部国際課長 

 

シャンル・シェン 江東区国際交流員（ＣＩＲ） 

 

須藤 伸子 （公財）仙台観光国際協会国際化事業部国際化推進課長 

 

田村 太郎 （一財）ダイバーシティ研究所代表理事 

 

山田 圭則 京都府知事直轄組織国際課長 

 

座長  山脇 啓造 明治大学国際日本学部教授 

 

横田 宗親 （一財）自治体国際化協会多文化共生部長 
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 多文化共生の推進に関する研究会 開催実績 

 

第１回（平成３０年１０月２３日（火）１１：００～１２：３０） 

（１）検討会の開催要綱について 

（２）地域における多文化共生の現状等について 

（３）多文化共生に関するアンケート調査の実施について 

（４）多文化共生にかかる優良な取組の共有手法について 

（５）研究会の今後の進め方について 

 

第２回（平成３０年１２月６日（木）１６：００～１７：３０） 

（１）総務省による自治体ヒアリングの結果報告（豊橋市）について 

（２）委員による自治体等の多文化共生の取組報告について 

  ・島根県の取組について 

  ・浜松市の取組について 

  ・（公財）仙台観光国際協会の取組について 

（３）多文化共生にかかる優良な取組の共有手法について 

（４）その他 

 

第３回（平成３１年１月３１日（木）１６：００～１７：３０） 

（１）多文化共生に関するアンケート調査結果の報告について 

（２）委員等による多文化共生の取組の報告について 

  ・京都府の取組について 

  ・美濃加茂市の取組について 

（３）多文化共生にかかる優良な取組の共有手法について 

（４）報告書の取りまとめに向けて 

（５）その他 

 

第４回（平成３１年３月５日（火）１６：００～１７：３０） 

（１）多文化共生の取組事例について 

（２）研究会報告書（案）について 
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多文化共生に関するアンケート

調査結果

平成３１年１月３１日
総務省自治行政局国際室

外国人住民の増加、多国籍化や高齢化等の進展、外国人材の受け入れ拡大のための新たな在留資格の
検討が進められていることを踏まえ、地域における多文化共生施策の更なる推進のため、地方公共団体に
おける多文化共生の状況等を把握することを目的に実施。

１ 調査目的

電子メールによる調査

３ 調査方法

平成30年9月19日～平成30年10月9日

２ 調査期間

・調査対象団体
①都道府県（47団体）
②指定都市（20団体）
③中核市（54団体）
④その他市区町村（281団体）
「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（平成30年１月1日現在）において、
「外国人住民数の上位100団体」又は「外国人住民の割合が全国平均（1.96%）以上の団体」を抽出

・上記①～④のほか、任意に回答のあった市町村

４ 回答団体（536団体）

多文化共生に関するアンケート調査 概要

1
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多文化共生に関する指針・計画等の策定状況について

回答のあった536団体中、多文化共生に関する指針・計画等を策定している団体は421団体（78.5％）、
未策定の団体は115団体（21.5％）。

都道府県 指定都市 市区町村 合計

多文化共生に関する指針・計画等を
策定している団体

（内、多文化共生に関する指針・計画を単独で
策定している団体）

45
(17)

20
（9）

356
（61）

421
（87）

未策定団体 2 0 113 115

計 47 20 469 536

2

6 (30.0%)

18 (90.0%)

(a)

(b)

28 (7.9%)

230 (64.6%)

(a)

(b)

261 (73.3%)

149 (41.9%)

90 (25.3%)

58 (16.3%)

(a)

(b)

(c)

(d)

20 (100.0%)

20 (100.0%)

12 (60.0%)

11 (55.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(ア)コミュニケーション支援
① 地域における情報の多言語化

② 日本語及び日本社会に関する学習支援

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

都道府県 指定都市 市区町村

40 (88.9%)

40 (88.9%)

18 (40.0%)

17 (37.8%)

(a)

(b)

(c)

(d)

多様な言語、多様なメディアに
よる行政・生活情報の提供

外国人住民の生活相談のため
の窓口の設置、専門家の養成

ＮＰＯ等との連携による多言語
情報の提供

地域の外国人住民の相談員等
としての活用

2 (4.4%)

33 (73.3%)

(a)

(b)

地域生活開始時における
オリエンテーションの実施

日本語および日本社会に
関する学習機会の提供

3
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Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(イ)生活支援
① 居住

② 教育

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

17 (85.0%)

20 (100.0%)

7 (35.0%)

6 (30.0%)

13 (65.0%)

18 (90.0%)

0 (0.0%)

2 (10.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

128 (36.0%)

249 (69.9%)

25 (7.0%)

46 (12.9%)

95 (26.7%)

184 (51.7%)

0 (0.0%)

37 (10.4%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

12 (60.0%)

2 (10.0%)

5 (25.0%)

0 (0.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

45 (12.6%)

12 (3.4%)

38 (10.7%)

9 (2.5%)

(a)

(b)

(c)

(d)

20 (44.4%)

1 (2.2%)

4 (8.9%)

2 (4.4%)

(a)

(b)

(c)

(d)

情報提供による居住支援、
入居差別の解消

自治会・町内会等を中心とする
取組の推進

住宅入居後のオリエンテーション
の実施

外国人住民が集住する団地等におけ
る相談窓口の設置

15 (33.3%)

31 (68.9%)

7 (15.6%)

8 (17.8%)

18 (40.0%)

34 (75.6%)

2 (4.4%)

4 (8.9%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

学校入学時の就学案内や就学援助制度
の多様な言語による情報提供

日本語の学習支援

地域ぐるみの取組

不就学の子どもへの対応

進路指導および就職支援

多文化共生の視点に立った
国際理解教育の推進

外国人学校の法的地位の明確化

幼児教育制度の周知
および多文化対応

市区町村

4

(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)

13 (65.0%)

8 (40.0%)

9 (45.0%)

10 (50.0%)

13 (65.0%)

7 (35.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

55, (15.4%)

59, (16.6%)

25, (7.0%)

83, (23.3%)

134, (37.6%)

39, (11.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

40 (11.2%)

19 (5.3%)

20 (5.6%)

(a)

(b)

(c)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(イ)生活支援
③ 労働環境

④ 医療・保健・福祉

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

5 (25.0%)

2 (10.0%)

4 (20.0%)

(a)

(b)

(c)

7 (15.6%)

6 (13.3%)

7 (15.6%)

(a)

(b)

(c)

ハローワークとの連携による就業支援

商工会議所等との連携による就業
環境の改善

外国人住民の起業支援

31 (68.9%)

9 (20.0%)

18 (40.0%)

5 (11.1%)

5 (11.1%)

3 (6.7%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

外国語対応可能な病院・薬局に関する
情報提供

医療問診票の多様な言語による表記

広域的な医療通訳者派遣システムの構築

健康診断や健康相談の実施

母子保健および保育における対応

高齢者・障害者への対応

市区町村

5

(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)
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10 (50.0%)

16 (80.0%)

(a)

(b)

14 (3.9%)

38 (10.7%)

(a)

(b)

20 (100.0%)

2 (10.0%)

16 (80.0%)

12 (60.0%)

18 (90.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

152 (42.7%)

20 (5.6%)

72 (20.2%)

36 (10.1%)

106 (29.8%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(イ)生活支援
⑤ 防災

⑥ その他

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

35 (77.8%)

4 (8.9%)

33 (73.3%)

15 (33.3%)

31 (68.9%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

災害等への対応

緊急時の外国人住民の所在把握

災害時の通訳ボランティアの育成・
支援、連携・協働

大規模災害時に備えた広域応援協定

災害時の外国人への情報伝達手段の
多言語化、多様なメディアとの連携

11 (24.4%)

32 (71.1%)

(a)

(b)

より専門性の高い相談体制の整備
と人材育成

留学生支援

市区町村

6

(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)

9 (45.0%)

13 (65.0%)

13 (65.0%)

2 (10.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

18 (90.0%)

13 (65.0%)

16 (80.0%)

(a)

(b)

(c)

152 (42.7%)

65 (18.3%)

208 (58.4%)

(a)

(b)

(c)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(ウ)多文化共生の地域づくり
① 地域社会に対する意識啓発

② 外国人住民の自立と社会参画

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

36 (80.0%)

13 (28.9%)

30 (66.7%)

(a)

(b)

(c)

地域住民等に対する多文化共生の
啓発

多文化共生の拠点づくり

多文化共生をテーマにした
交流イベントの開催

11 (24.4%)

11 (24.4%)

15 (33.3%)

3 (6.7%)

(a)

(b)

(c)

(d)

キーパーソン・ネットワーク・自助組織等
の支援

外国人住民の意見を地域の施策に反映
させる仕組みの導入

外国人住民の地域社会への参画

地域社会に貢献する外国人住民の
表彰制度

46 (12.9%)

34 (9.6%)

71 (19.9%)

2 (0.6%)

(a)

(b)

(c)

(d)

市区町村

7

(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)
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3 (15.0%)

1 (5.0%)

0 (0.0%)

2 (10.0%)

0 (0.0%)

0 (0.0%)

3 (15.0%)

2 (10.0%)

5 (25.0%)

0 (0.0%)

0 (0.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(イ)⑥

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

(２) (１)の分野のうち、重点的に取り組んでいる分野(複数回答)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

11 (24.4%)

2 (4.4%)

1 (2.2%)

5 (11.1%)

0 (0.0%)

3 (6.7%)

12 (26.7%)

5 (11.1%)

5 (11.1%)

3 (6.7%)

0 (0.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(イ)⑥

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

86 (24.2%)

50 (14.0%)

4 (1.1%)

41 (11.5%)

1 (0.3%)

4 (1.1%)

25 (7.0%)

3 (0.8%)

50 (14.0%)

16 (4.5%)

4 (1.1%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(イ)⑥

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

(ア) コミュニケーション支援

①地域における情報の多言語化

②日本語及び日本社会に関する学習支援

(イ) 生活支援

①居住に関する支援

②教育に関する支援

③労働環境に関する支援

④医療・保健・福祉に関する支援

⑤防災に関する支援

⑥その他

(ウ) 多文化共生の地域づくり

①地域社会に対する意識啓発

②外国人住民の自立と社会参画

(エ) その他

都道府県 指定都市

市区町村

8

（３） 特に重点的に取り組んでいる分野の概要(記述回答) ※一部を抜粋

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

指定都市

市区町村

9

○県や市町の行政情報等を多言語で一元的に発信するホームページの開設や全市町で外国人相談窓口の開設の支援等を行っている。（ア）‐①
○日本語講師の育成のため、日本語指導の基礎を学ぶ講座を実施。(イ)‐②
○防災訓練や防災スタディツアーを実施。(イ)‐⑤
○災害時相談支援ネットワーク会議を開催し、平時よりネットワーク構築に努める。(イ)‐⑤

○多文化共生の拠点づくりとして、文化庁の事業として地域日本語教室の空白地域に専門家を派遣することで各地に日本語学習環境が整備されるよう事業を推進
している。(ウ)‐①

○多言語による情報提供、多言語による相談対応（一般相談、専門家相談、行政通訳派遣（日本語によるコミュニケーションが困難な外国人市民を対象に、役所や
学校に行政通訳ボランティアを派遣））(ア)‐①

○関係機関と連携し、就学に課題を抱える外国人の子供の学びの場を確保するとともに、公立学校や外国人学校などの教育機関への就学につなげるために必要
な支援を実施するなど不就学を生まない取組の推進。(イ)‐②

○災害時において言語、文化及び習慣の違いから避難行動要配慮者となる外国人を支援するシステムを構築。他にも、関係機関・団体と連携し、外国人を対象とし
た防災訓練や災害対応の説明会・ワークショップなどを開催している。(イ)‐⑤

○地域住民、留学生、外国人支援団体等が参加するワークショップを開催し、ともに生きる社会のルールをテーマに意見交換し、相互理解を深めることで、身近な地
域での多文化共生の取り組みを促進。 （ウ）‐①

都道府県

○ホームページ等の多言語化対応及びタブレット端末によるテレビ電話通訳サービスを活用した相談業務を実施している。（ア）‐①

○行政機関において各種手続きや相談等を行う際、通訳を必要とする外国籍市民に対し通訳ボランティアを同行することで同市民が円滑に手続き、相談等が行わ
れ公平なサービスが受けられるためのサポートを行う行政通訳窓口同行サービスを実施している。また、国際交流協会が覚書を交わした病院等と医療通訳ボラン
ティアの派遣を実施しており、本市はその支援を行っている。 （ア）‐①
○外国人親子の子育て支援事業や外国人児童を対象とした日本語初期指導教室を開催している。(ア)‐②

○外国人児童生徒相談コーナーに外国人児童生徒教育相談コーディネーターが常駐し、教職員や児童生徒、保護者に対する支援を行っている。また、外国人児童
生徒が多い小学校に「国際クラス」を設置して取り出し授業を行っている。また本年度からは、中学校における初期支援校において、各中学校から集めた外国人生
徒に対して集中的な日本語教育も行っている。(イ)‐②
○安心して子育てをしていただけるように、外国語での母子手帳を作成し、お渡ししている。健診の受診率を高められるよう啓発活動に力を入れている。(イ)‐④
○やさしい日本語・英語・中国語・韓国語の4か国語版の多言語防災ガイドブックを作成し、災害発生時に外国籍を有する市民の安全も確保できるように努めてい
る。また、災害時多言語コールセンターを設置することで安全・安心に暮らせるまちづくりを推進している。(イ)‐⑤
○広報による情報発信及び外国籍町民会議（外国籍住民が日ごろの生活の中で疑問に思うこと・困っていることなどについて聞き取りし、質疑応答をする）(ウ)‐①
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(４) 現在課題と認識している分野(複数回答)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

（ア）コミュニケーション支援

①地域における情報の多言語化

②日本語及び日本社会に関する学習支援

（イ）生活支援

①居住に関する支援

②教育に関する支援

③労働環境に関する支援

④医療・保健・福祉に関する支援

⑤防災に関する支援

（ウ）多文化共生の地域づくり

①地域社会に対する意識啓発

②外国人住民の自立と社会参画

（エ）その他

都道府県 指定都市 都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

市区町村

10

17 (85.0%)

15 (75.0%)

5 (25.0%)

10 (50.0%)

8 (40.0%)

14 (70.0%)

15 (75.0%)

14 (70.0%)

12 (60.0%)

3 (15.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

198 (55.6%)

145 (40.7%)

42 (11.8%)

130 (36.5%)

49 (13.8%)

101 (28.4%)

232 (65.2%)

124 (34.8%)

108 (30.3%)

16 (4.5%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

32 (71.1%)

35 (77.8%)

13 (28.9%)

27 (60.0%)

22 (48.9%)

31 (68.9%)

40 (88.9%)

25 (55.6%)

20 (44.4%)

4 (8.9%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

（５） 現在課題と認識している分野の概要(記述回答) ※一部を抜粋

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

都道府県

指定都市

市区町村

11

○県内の各地域で外国人県民の集住度に差があり、県内の全ての地域で情報の多言語化を推し進めるのが難しいこと。(ア)‐①
○外国人児童生徒の増加に伴い、日本語指導に携わる指導者の育成及び学校への配置が、喫緊の課題である。 (イ)‐②

○在住外国人が災害に備えるための啓発ツールや災害時情報伝達ツールの多言語化は進んでいる一方で、実際災害が起こったときの県・国際交流協会・市町村
の行動計画が未策定。(イ)‐⑤
○多文化共生の地域づくりを行うため、市町村をモデル地域に設定しフォーラム等を開催しているが、市町村による独自の取組までの浸透が図られていない。
(ウ)‐①

○多くの国・地域から外国人が転入しており，情報提供が課題となっている。(ア)‐①
○日本語学習支援について、市民団体に頼っている部分が大きく、市民団体構成員の高齢化等により今後の継続的な運営に不安がある。(ア)‐②
○支援を要する児童生徒の増加及び支援が必要な言語の多様化への対応。(イ)‐②

○避難情報のメールが日本語のみで漢字も多く外国人には理解できない、また被災者支援情報についてホームページの自動翻訳機能により多言語で提供している
が、言葉の問題から情報が届きにくい外国人がいたことから、災害時に外国人にどのように情報を届けるかが課題と考えている。(イ)‐⑤
○外国籍住民と地域社会との接点が少ないことが課題。(ウ)‐①
○外国人市民と地域との接点やともに楽しむ場の創出に向けた、外国人住民の中でのキーパーソンの発掘。(ウ)‐②

○近年、外国人住民の多国籍化が進んでおり、基礎自治体毎に、多言語対応することはコスト面、効率性の観点からも困難。(ア)‐①
○日本語教室の実施にあたり、講師が不足している。(ア)‐②

○本市で実施している外国人市民相談事業では５割以上が医療・健康に関するものであり、その中でも病院で治療内容の説明などに通訳を求めるものが多い。高度
な知識を要し、医療過誤などの補償リスクがある医療通訳については、本市規模で単独で配置することは困難であると考えており、医療通訳対応できる府立病院や府
の医療通訳ボランティア等との連携が必要だと考えている。イ‐④
○災害発生時に外国人住民へ緊急情報をいかに迅速に分かりやすく伝えるか、試行錯誤している段階にあり、確固たる伝達方法を確立できていない。(イ)‐⑤
○外国人市民の中には、災害の少ない国の出身者も多く、災害に関する知識が不足している。(イ)‐⑤

○外国人住民の日本語が不十分であることや、日本人と外国人がお互いの文化・習慣を十分に理解していないことから生じる地域のトラブルが問題であるため、外国
人に対して日本語や日本の文化・習慣を学習する機会を多く提供することや、日本人の異文化理解を促進するため多文化共生の啓発に力を入れる必要がある。
(ウ)‐①
○日本人と外国人が交流するイベントなどでは、外国人の参加が少ない。また外国人の自立を促す施策が不十分などの課題がある。(ウ)‐②
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（１）多文化共生に係る指針・計画等の策定の検討状況

Ⅱ 指針・計画未策定自治体の状況 ※指針等未策定の団体のみ回答

都道府県 指定都市 市区町村 計

(ア)策定予定である 2 - 4 6

(イ)策定を検討しているが時期は未定 0 - 52 52

(ウ)策定する予定はない 0 - 57 57

計 2 - 113 115

回答のあった536団体中、多文化共生に関する指針・計画等を未策定の団体は115団体（21.5％）で、その
うち、今後策定を予定又は検討している団体は58団体、策定の予定はないと回答した団体は57団体。

○必要性を感じていないため。
○現状で策定の気運、要望がないため。
○関係機関や諸団体と連携が取れていないため、策定には至っていない。
○季節的に技能実習生が30％に及ぶが、多くの場合約半年の実習後帰国するため指針・計画の策定まで至っていない。
○外国人の殆どが一時的な農業研修生であるため

（２）多文化共生に係る指針・計画等の策定の予定がないと回答した理由 ※一部を抜粋

12

（１）先進的な取り組みを行っている自治体から共有を受けたい分野を教えてください(複数回答)

Ⅲ 先進的な取り組みの共有について ※指針等の策定、未策定に関わらずすべての団体で回答

都道府県 指定都市 都道府県 n=47
指定都市 n=20
市区町村 n=469

市区町村

13

（ア）コミュニケーション支援

①地域における情報の多言語化

②日本語及び日本社会に関する学習支援

（イ）生活支援

①居住に関する支援

②教育に関する支援

③労働環境に関する支援

④医療・保健・福祉に関する支援

⑤防災に関する支援

（ウ）多文化共生の地域づくり

①地域社会に対する意識啓発

②外国人住民の自立と社会参画

（エ）その他

30 (63.8%)

35 (74.5%)

15 (31.9%)

27 (57.4%)

29 (61.7%)

30 (63.8%)

36 (76.6%)

28 (59.6%)

26 (55.3%)

2 (4.3%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

15 (75.0%)

13 (65.0%)

8 (40.0%)

10 (50.0%)

8 (40.0%)

13 (65.0%)

13 (65.0%)

10 (50.0%)

13 (65.0%)

4 (20.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

270 (57.6%)

215 (45.8%)

107 (22.8%)

176 (37.5%)

117 (24.9%)

170 (36.2%)

313 (66.7%)

203 (43.3%)

154 (32.8%)

18 (3.8%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)
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（２）先進的な取り組みの共有の手法について

Ⅲ 先進的な取り組みの共有について ※指針等の策定、未策定に関わらずすべての団体で回答

都道府県

(ア)先進的な取り組みを行っている自治体の職員等から助言を受けられるアドバイザー制度が
あれば、活用したいと思いますか。

指定都市 市区町村

(イ)地域の自治体が集まり、多文化共生にかかる先進的な取り組みの紹介や自治体間での情
報共有等を行う会議が開催されれば、参加したいと思いますか。

都道府県 指定都市 市区町村

35 (74.5%)

12 (25.5%)
はい

いいえ
14 (70.0%)

6 (30.0%) はい

いいえ
231 

(49.3%)
238 

(50.7%)

はい

いいえ

都道府県 n=47
指定都市 n=20
市区町村 n=469

38 (80.9%)

9 (19.1%)
はい

いいえ

18 (90.0%)

2 (10.0%)

はい

いいえ 304 
(64.8%)

165 
(35.2%)

はい

いいえ

14

（３）多文化共生の分野でＣＩＲ（国際交流員）を活用したい意向はありますか。

Ⅲ 先進的な取り組みの共有について ※指針等の策定、未策定に関わらずすべての団体で回答

都道府県 指定都市 市区町村

都道府県 n=47
指定都市 n=20
市区町村 n=469

29 (61.7%)

18 (38.3%)
はい

いいえ
10 (50.0%)10 (50.0%)

はい

いいえ

81 
(17.3%)

388 
(82.7%)

はい

いいえ

＜参考＞回答団体におけるＣＩＲ任用状況

都道府県 指定都市 市区町村 計

回答団体数 47 20 469 536

ＣＩＲ任用団体数 44（93.6%） 16（80%） 62（13.2%） 122（22.7%）
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多文化共生施策の更なる推進に係る新たな地財措置について

〇在留外国人の一層の増加が見込まれる中、多文化共生の推進は、地方公共団体にとって、ますます重要な課題。

〇総務省では、地方公共団体が多文化共生施策を推進していくに当たり生じる財政負担について、新たな地方財政
措置を講じることとしている。

＜新たな地方財政措置の創設＞

地財措置（H31～）

普通交付税措置

特別交付税措置

特別交付税措置

特別交付税措置

措置項目

　 （都道府県分）

（市町村分）

（市町村分）

（市町村分）

【参考】 （法務省）外国人受入環境整備交付金の措置概要 （Ｈ３１当初予算額（案） １０億円）

対象団体：都道府県、指定都市及び外国人が集住する市町村（特別区を含む。） ※全国約１００か所

対象経費：一元的相談窓口体制の維持・運営に要する経費

交 付 額：必要経費の１／２（限度額１千万円）

措置概要

（２）行政情報・生活情報の多言語化の推進 （地方単独事業分）

（１）一元的相談窓口の整備

対象団体：市町村（上記（１）の対象団体の交付金対象経費を除く。）

対象経費：通訳業務の委託費、翻訳機器（タブレット端末）の配備に要する経費、行政・生活情報の翻訳に要する

経費 等

（３）多文化共生アドバイザー制度・多文化共生地域会議への支援

措置概要

対象団体：全市町村

対象経費：多文化共生アドバイザーの活用に要する経費（旅費等）、多文化共生地域会議の開催に要する経費 等

外国人受入環境整備交付金事業（法務省所管）の地方負担分
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島根県の多文化共生推進
の取り組み

島根県環境生活部文化国際課

課長 日下純子

1,281,644 

2,069,065 

2,561,848 

2,322 

5,563 
6,189 

5,301 

7,689 

2,744 

3,538 3,675 

5,408 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000
（人） 島根県全国

島根県の外国人
住民の推移

全国の在留
外国人の推移

島根県の定住
外国人の推移

（注）定住外国人は、在留資格別の「永住者」「特別永住者」「定住者」「配偶者等」で算出

島根県の外国人住民人口の推移（H29末）

１
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265 

490 

791 

1,302 

1,584 

1,803 

2,158 2,365 

2,457 

2,051 

1,630 

1,392 

141 
157 

409 

608 

1,319 

713 723 

1,164 

1,518 

1,974 

2,215 

2,874 

1,308 
1,255 

1,044 
905 

803 769 711 

324 379 

693 
949 

1,059 1,146 

1,041 

801 

844 

2 4 
3 25 75 103 

29 51 92 158 

350 552 

810 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
（人）

主な国籍別外国人住民人口の推移

①ブラジル

②中国

③フィリピン

④ベトナム

⑤韓国・朝鮮

２

島根県の主な多文化共生推進施策

（「しまね国際センター」の取組）

■外国語相談
（中国語、タガログ語、

英語、ポルトガル語）

■コミュニティ通訳ボランティア
（中国語、タガログ語、韓国語、

英語、ポルトガル語）

その他ボランティア育成・登録、
多言語による生活情報の提供等 ３
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■「やさしい日本語」の普及 ■日本語教室マップ作成 ■防災への意識啓発

島根県の主な多文化共生推進施策

４

島根県の主な多文化共生推進施策

■外国人相談体制充実事業
（外国人地域サポーター事業）

 外国人住民と行政・支援団体等の橋渡し役として、外国人住民
200人以上の7市に「外国人地域サポーター」を知事名で委嘱

① サポーターの活動内容
○ 外国人住民への情報提供
○ 外国人住民の現状・ニーズ把握
○ 市町村や関係団体等との連絡調整
○ 相談窓口の紹介・同行支援

② 地域数及びサポーター数
○ 松江、浜田、出雲、益田、大田、雲南、江津、各地域１～２名

③ 報酬等
○ 無報酬。ただし、活動費として月額5,000円を支給。

５
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島根県の主な多文化共生推進施策

■外国人相談体制充実事業
（外国人地域サポーター事業）

 サポーターが知事委嘱の名刺を持つことにより、行政や相談窓
口への同行、地域企業への相談がしやすくなった。これにより、
外国人住民に親身な対応が可能となった。

 サポーターからの相談により、市の担当者が地域の問題を把握
するようになり、市の担当者の意識が変わってきた。

 4半期毎の連携会議（サポーター、県、市、国際センター）での報

告・意見交換により、横連携をして対応しようという意識が出て
きた。

【主な効果】

６

日本語学習機会の提供

・日本語教室数 20カ所

・教室不在市町村 7/19
⇒ 通えない住民も多い

（距離的、時間的）

・過去10年で3カ所減少

⇒ 高齢化、担い手不足

（時間、お金の負担感）

訪問型日本語学習事業
を展開

７
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日本語教室不在地域における日本語学習機会の創出事業

◆学習対象者

日本語教室が遠く通えない、日本語教室の開設時間
に行くことができない外国人住民
◆内容

県独自教材（やさしい日本語、中国語、英語、ポルトガ
ル語、ベトナム語）を使用した講座90分×10回
※あくまでも日本語

◆講師
養成講座を受講したボランティア

◆実施場所
公民館・集会所や個人宅

日本語を学ぶ
きっかけづくり

日本語ボランティア
の裾野を広げる

孤立しがちな外国人
住民との交流づくり

８

国際
センター

大学教員等

タブマネ

市町村 島根県
連

携

事
業
委
託

指
導
・
助
⾔

日本語教室
（既存）

外国人地域
サポーター

日本語
ボランティア

連

携

連

携

活
動
参
加

委 嘱 養成・⽀援⽀援 ⽀援

日本語教室
不在地域A

公⺠館・集会所

公⺠館・集会所

不在地域C

不在地域B

訪問指導（90分×10回）募集活動

教
材
作
成
・

養
成
講
座

巡回保健師等

協⼒依頼

事業イメージ図

９
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来年度の多文化共生推進施策（検討案）

■外国人相談体制充実事業
（外国人地域サポーター事業）

 「外国人地域サポーター」に外国人住民を追加

外国人住民が抱える課題やニーズをより把握
しやすくする

外国人住民のリーダー的役割として地域住民
との橋渡しを担ってもらう

１０

来年度の多文化共生推進施策（検討案）

■日本語教室不在地域における
日本語学習機会の創出事業

外国人を雇用する企業への訪問日本語学習を展開

日本語教室に時間的に通えない外国人住民
に日本語学習の機会を提供

企業との連携を推進することにより、実態や課
題等の把握 ⇒ 解決へと繋げる

（日本語習得支援を要望する声が多い）

１１
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来年度の多文化共生推進施策（検討案）

多言語生活支援情報サイトに動画を活用

（日本語学習にも活用できるもの）

多言語による相談体制を拡充

市町村との連携による、各地域での多文化共生意識の
醸成イベント等の実施

防災ハンドブックの刷新 など

１２
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多文化共生の推進に関する研究会（第２回）

地域の状況と多文化共生の取り組み

（公財）仙台観光国際協会(SenTIA)  須藤伸子

(公財)仙台観光国際協会（SenTIA）

2015年
仙台国際交流協会(1990年～）と

仙台観光コンベンション協会が統合

観光・物産振興、青葉まつり
コンベンション誘致、MICE
フィルムコミッション
多文化共生、国際交流事業

１
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仙台市の外国人住民

総人口の約１％

「見えない住民」

東日本大震災

20年で倍増

２

仙台市の外国人（国籍別）

国籍124か国（1名のみ30か国）
言語も文化も多様

中国, 3,752人

30.7%

韓国, 1,963人
16.0%

ベトナム,1,650人,
13.5%

ネパール, 

1,114人,9.1%
フィリピン, 500人, 4.1%

米国, 493人, 4.0%

インドネシア, 275人, 2.2%

台湾, 235人, 1.9%

朝鮮, 189人, 1.5%

バングラデシュ, 169人, 1.4%

スリランカ, 164人, 1.3%

タイ, 163人, 1.3%

インド, 122人, 1.0%

モンゴル, 95人, 0.8% フランス, 

93人, 0.8%
その他, 1,256人, 

10.3%

（2018年4月30日現在)

合計 12,233人

３
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国籍別外国人数の推移

（各年4月末現在、仙台市統計より）

ベトナム・ネパール人が急増

４

仙台市の外国人（在留資格別）

留学生とその家族など流動人口が多い

宮城県内の順位
(2017年12月）

1位 永住者 5,129人
2位 留学生 4,874人
3位 技能実習 3,283人
4位 特別永住者 1,847人
5位 家族滞在 1,329人

（2018年4月30日現在)

５
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在留資格別外国人数の推移

0

500

1000

1500

2000
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3000

3500
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4500

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

留学

就学

永住者

特別永住者

家族滞在

技術・人文知識・国際業

務

日本人の配偶者等

技能実習1号ロ

教授

技能実習2号ロ

定住者

その他

（人）

６

仙台市の外国人（年齢別）

（2017年仙台市調査より）

20代30代の子育て世代が多く、

出産・育児・学校教育に関する相談が多い。

７
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日本語学校、専門学校
日本語学校及び留学生クラスを増設する専門
学校が増え、市内留学生の半数を占める。

８

学校との連携

募集型で実施していた生活オリエンテーションを

留学生を対象とした出前型で実施。

実績：実施24回 受講約1,500名（平成29年度）

内容： 日本の習慣・マナー、交通ルール、ゴミ分別、

防災、 税金・年金、健康、情報収集など

ﾒﾘｯﾄ： 学校・学生の状況を知る

行政や地域との連携

課題： 依頼のない学校への

アプローチ

９
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行政との連携
外国語ガイドブックやDVDを行政担当課で作成

外国人対応のある部署の職員研修

 多言語資料：「ゴミ出しルール動画」（6言語）

「交通安全ポスター」（2種類、6言語）

 職員研修：戸籍、保険年金、家庭健康、住宅、保健

自治会長、民生委員（調整中）

 ﾒﾘｯﾄ：行政職員の視点で企画、予算継続

協会は多文化・多言語に関してのアドバイス

１０

災害時の外国人旅行者支援
（１）「仙台市災害時外国人旅行者支援検討会」

【仙台市】防災、広報、観光、誘客、交通、国際

【協 会】観光、コンベンション、国際、総務

（２）「仙台駅周辺帰宅困難者対策連絡協議会」

協議会及び訓練に参加し、外国人被災者の状況や災害
多言語支援センターの活動について情報提供

民間企業参加の訓練

外国人支援についてアドバイス

１１
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今後の課題と方針

日本人住民への情報提供、意識改革

受入校や企業、行政との連携

外国人住民の活躍

先進地域、全国の事例活用

ＩＴの活用

職員の専門性向上

１２
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京都府の多文化共生の取組み
平成３１年１月３１日（木）

京都府知事直轄組織国際課

国際課長 山田 圭則

目次

①はじめに

☆人口から見る京都府

②京都府の国際化の現状

☆外国人住民数データ等から見る京都府

③京都府の多文化共生に係る施策

☆基本的な考え方から個別の取組みまで

１
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①はじめに
☆人口から見る京都府

２

人口から見る京都府
〇京都府は人口のおよそ４７人に１人が外国籍府民

・京都府の人口・・・約259万8千人（平成３０年１月１日時点）

・京都府の外国人住民数・・・約5万4千人（平成２９年１２月末時点）

※ほぼ同時期の日本の総人口あたりの総外国人住民数を見ると、およそ４９人に１人が外国人という状況

・日本の総人口・・・約１億２,６７０万６千人（平成２９年１０月１日時点）

・国内総外国人住民数・・・約２５６万１千人（平成２９年１２月末時点）

→総人口に対する外国人住民数の割合は、全国水準程度である

人口のおよそ２．１％
が外国籍府民

３
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京都府の総人口の将来推計

注：推計の仮定条件
【府推計1】
・合計特殊出生率は、国の長期ビジョンで
示された2020年＝1.6、2030年1.8、
2040年＝2.07と同じ仮定
・社会移動は、国立社会保障・人口問題研
究所（社人研）と同じ仮定（2005～2010年
の国勢調査に基づく純移動率（各年代ごと
に算出）が、2015～2020年までに定率で
0.5倍に縮小し、その後は一定）
【府推計2】
・合計特殊出生率は、府推計1と同じ仮定
・社会移動は、2030年に社会減の地域が
解消し、2040年以降は5年単位で北・中部
地域で3,600人の転入増が続くと仮定

４

地域間で大きく異なる人口動向

〈中部地域〉
合計特殊出生率は、おお
むね全国平均前後
20～24歳人口の転出が
大きく、全体として社会減

〈北部地域〉
合計特殊出生率は、
全国平均を上回る
15～19歳人口の転出
が大きく、全体として社
会減

〈南部地域〉
合計特殊出生率は、おおむね
全国平均前後だが、相楽東部
地域は大きく下回る
学研地域は人口が増加
相楽東部地域はほぼ全世代で
転出超過

〈京都市域〉
合計特殊出生率は、全
国平均を大きく下回る
10～19歳人口の転入が
大きく、20～39歳人口
が大きく転出するものの、
全体としては社会増

５
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人口から見る京都府（まとめ）
〇京都府の総人口は2004年の約265万人をピークに、本格的に減少。

〇合計特殊出生率は、2017年には1.31と全国では44位。

〇働く若い世代である20代・30代の人口が、東京圏などに流出。

〇一方で、総人口に対する外国籍府民数は全国平均程度の水準。

現状は、

〇人口の減少（少子化）

〇府外への労働力の流出

などが深刻

京都府では、少子化などが深刻化している一方で、外国籍府民数が人口の一定数を
占めていることから、これまで積極的に多文化共生の推進に取り組んできたところ。政
府が新たな労働力として外国人材を受入れていく方針を掲げているなかで、京都府と
しては、今後も受入れに向けた多文化共生関連施策の検討・実施を進めていく方針。

今後は、

入管難民法の改正により、外国
籍府民数は更に増加する見込み

である

一方で、

外国籍府民数は全国平均程度

であり

６

②京都府の国際化の現状
☆外国人住民数のデータ等から見る京都府

７
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京都府国籍別外国人住民数の推移（H15年～）

８

京都府国籍別外国人住民数の推移（H7年～）

９
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京都府市町村別外国人住民数の推移

１０

京都府市町村別外国人住民数の推移

京都市域以外で
外国人住民が多い

外国人住民数の
およそ８割が集住

外国人住民は
南北に広く散在している

京都市に次いで
外国人住民が多い

１１
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京都府の国際化の現状（まとめ）
平成２３年まで外国人住民数は増減の波があったが、平成２４年以降は一貫して増加傾向

→「韓国・朝鮮」については、全国的に特別永住者の日本国籍への帰化や死亡者数が増えており、

特別永住者が多い京都府でもその影響を受けていることが考えられる。

→現在の傾向が続けば、およそ１０年後には「中国」が 「韓国・朝鮮」を上回ることが予想される

→「ベトナム」や「ネパール」は政府が受入れ拡大を進めている国であり、今後も増加することが予想される

〇国籍別

・住民数が最も多い「韓国・朝鮮」は減少傾向

・「中国」は依然として増加傾向

・直近の１５年間で「ベトナム」は約１９倍、「ネパール」
は約７倍と大幅に増加

〇市町村別

・住民数の８割が京都市に集住

・その他、京都大学のキャンパスがある宇治市や大規

模な工場がある八幡市、舞鶴市、福知山市等を中心

に在住している傾向

１２

③京都府の多文化共生に係る施策
☆基本的な考え方から個別の取組みまで

１３
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基本的な考え方の原点（多文化共生の定義）

総務省 多文化共生の推進に関する研究会の報告書では、多文化共生に
ついて、下記のとおり定義されているところ

本研究会においては、地域における多文化共生を

「国籍や民族などの 異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等
な関係を築こうとしながら、 地域社会の構成員として共に生きていくこと」

と定義し、その推進について検討を行った。

（総務省 多文化共生の推進に関する研究会 報告書～地域における多文化共生の推進に向けて～ より抜粋）

１４

基本的な考え方（明日の国際交流推進プラン）
現在は、

〇グローバルな課題に対応し、「京都の持つ「強み」」や「京都ならではの特色」を活かした国際交流を
進めるため、京都府が全庁的に取り組む指針として平成２１年１２月に策定

〇外国籍府民との共生施策の推進については、以下の点などに取組むこととした。

・外国籍府民共生施策懇談会などでの外国籍府民との様々な意見交換の場を積極的に設ける

・新型インフルエンザや大地震などの緊急時の情報提供、伝達体制の構築をはじめ多言語生活相談の充実

・日本語指導ボランティアの育成 等

今後は、

〇平成３０年４月に西脇知事が就任し、新府総合計画の策定を進めているところ

→新府総合計画の策定を進めつつ、必要に応じて、現行の国際交流推進プランの改定等を行うことを
検討中。

１５
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多文化共生社会の実現に向けた課題と認識
外国籍府民が抱える３つの課題

「言葉の壁」、「心の壁」、「制度の壁」

さまざまな人が一緒に地域に暮らすようになっていることを、従来から
その地域で暮らす人は認識すべきであり、これまで地域で培われてき
た考え方や習慣とは異なる考え方や習慣を理解する姿勢が重要

また、

異文化に対する理解を深めるとともに地域での「つきあい」「つながり」
を醸成することが重要

制
度

心

言
葉

壁

１６

①多文化共生社会づくりの推進

→京都府外国籍府民共生施策懇談会の開催、京都府名誉友好大使
任命事業の実施（外国人留学生の活用）

②「生活者」としての外国籍府民支援の充実

→日本語ボランティアの育成、子どもの教育支援、地域（市町村等）で
の活動（外国籍市民との交流）支援、生活情報の提供

③大規模な自然災害発生時の対応

→防災訓練・研修の実施、FM放送やホームページによる災害時の情
報提供、防災ガイドブックの配布、災害時外国人サポーターの登録、育成

多様な価値が共存する京都へ向けた主な施策

１７
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①－１京都府外国籍府民共生施策懇談会
〇外国籍府民に関する諸問題や取り組むべき課題等について意見を求める機
関として平成２０年に設置

〇生活支援、防災、医療・福祉、多文化共生・協働のための地域づくりなど多岐
に渡り議論。

〇各テーマ毎に知事へ報告書を提出し、実現可能なものから着手

報告書 外国人のための医療ガイドブック 災害時の多言語支援体制の整理

１８

〇京都で学ぶ外国人留学生のなかから、京都府と出身国・地域の「かけ橋」
になろうという熱意のある方を任命

〇平成４年度～ 任命者累計 ３２５名（５０ヶ国・地域）

〇様々な国際交流活動の実施

（小・中学校での多文化理解授業、料理教室、語学教室など）

①－２京都府名誉友好大使任命事業

任命式の様子 小学校での母国文化紹介 料理教室の様子

１９
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京都府の多文化共生推進の拠点
『公益財団法人 京都府国際センター』
様々な国籍、価値観や文化をもった府民が相互理解を深め、お互いを尊重し合いな
がら暮らせる多文化共生社会の実現に向けて、 市町村国際交流協会、地域の日本
語教室や行政機関等、関係者の皆様と協働しながら、様々な事業に取り組もうと、
1996 年7月1日に設置された京都府の外郭団体（地域国際化協会）

２０

（公財）京都府国際センターの事業体系

２１
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〇日本語教室の設置と教材の普及

・入門、初級者を対象とした日本語教室を開設

・外国人住民に日本語の学習機会を提供するとともに、

「生活のために必要な日本語」を意識したカリキュラムや教材を開発

・府内の日本語教室への普及を図る

〇地域日本語教室への活動支援

・府内の国際交流協会や日本語教室と研修会を開催

・地域のニーズに応じたボランティアを育成したり、

日本語教室同士の連携を深めるための機会と場を提供

②外国人住民のための日本語学習支援

２２

〇外国人住民への意識啓発と情報提供

・地震などを経験したことのない外国人住民に対し、防災研修・ 訓練を府内各地域で
実施

・防災ガイドブックの配布（多言語）と多言語による防災情報を発信

〇災害時支援体制の構築

・外国語通訳や翻訳が可能なボランティア（災害時外国人サポーター）の登録を行い、
研修会を通した知識や技能の向上を図る。
・市町村国際交流協会や市町村と定期的にワーキング会議を開催し、研修会や情報
交換、「災害多言語支援センター設置・運営訓練」を実施。

③災害時外国人支援

２３
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京都府の多文化共生に係る施策（まとめ）

〇府域の広い範囲で、積極的に各種の多文化共生施策に取り組んでいるところではあるが、人員体制や地理的な要
因等により、支援が行き届いていないところもあるというのが現状

〇入管難民法が改正されたことなどにより、来年度以降、外国人住民の増加が更に加速することが予想される

→国の補助金等も積極的に活用しつつ、引き続き、関係機関と連携した外国人住民支援の充実に取組んでいきたい

[外国籍府民が抱える３つの課題]
「言葉の壁」、「心の壁」、「制度の壁」

[多文化共生社会の実現に向けた認識]
これまで地域で培われてきた考え方や習慣とは異なる考え方や習慣を理解する姿勢が重要
異文化に対する理解を深めるとともに地域での「つきあい」「つながり」を醸成することが重要

大規模な自然災害発生時の対応
災害時外国人支援

「生活者」としての外国籍府民支援の充実
外国人住民のための日本語学習支援

[多様な価値が共存する京都へ向けた主な施策]
多文化共生社会づくりの推進
京都府外国籍府民共生施策懇談会
京都府名誉友好大使任命事業

[基本的な考え方（明日の国際交流推進プラン）]
グローバルな課題に対応し、「京都の持つ「強み」」や「京都ならではの特色」を活かした国際交流を進める

２４

ご清聴
ありがとう

ございました。

２５
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「だれもが仲よくできるまちづくり」
（多文化共生推進プランの基本理念）

平成３１年１月３１日（木）
岐阜県美濃加茂市市民協働部
地域振興課多文化共生係

外国人住民の割合 平成31年1月1日現在

総人口（外国人住民を含む）

５６,９７２人

男：２８,２４３人（49.6%）
女：２８,７２９人（50.4%）

外国人住民数
４,９４２人

男：２,５０３人（51%）
女：２,４３９人（49%）

1

79

shirakiky
テキストボックス
参考資料１０



市の人口の推移と外国人住民の割合の推移
各年４月１日時点

■ ピーク時 ■
２００８年１１月１日
総人口：５５，６７７人
外国人： ６，２３４人
構成比： １１．２％

■ 現在 ■
２０１８年４月１日
総人口：５６，６６５人
外国人： ４，７３０人
構成比： ８．３％ 2
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増減 外国人住民の割合

１ ブラジル H29→H30  +72人 43.3％
２ フィリピン H29→H30     +165人 40.3％
３ 中国 H29→H30 +3人 5.8％
４ ベトナム H29→H30   + 23人 4.4％
５ 韓国・朝鮮 H29→H30      △6人 1.7％
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外国人住民の状況 平成30年4月1日現在

4

３,９５９

日本語指導が必要な外国人児童生徒数 平成30年4月1日現在

5

30
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多文化共生に対する市の考え方

第２次 美濃加茂市多文化共生推進プラン（H26～30年度）

6

基本理念 （考え方）
だれもが仲よくできるまちづくり

基本施策 （何を？）
Ⅰ コミュニケーション支援

Ⅱ 生活支援

Ⅲ 多文化共生の地域づくり

Ⅳ 多文化共生推進体制の整備

誰が？
地域

企業等 行政

多文化共生推進の考え方

7
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多文化共生推進の取り組み（一部）

8

■情報の多言語化・伝達手段
・外国語版広報紙の発行
・外国語版 「すぐメール」
・外国語版 ホームページ
・外国語版 フェイスブック
・庁内通訳用タブレット導入
・防災災害時緊急放送

（同報無線）

■多文化社会に対する学習支援
・外国人向け日本語講座事業
・定住外国人向け生活講座

・地域社会に対する意識啓発
・外国人住民の自立と社会参画

■教育
・初期適応教室（のぞみ教室）
・プレスクール（親・子）

・外国人児童生徒学習支援事業

■防犯・交通安全
・生活講座（警察・消防と協力）

■防災
・災害時外国人支援マニュアル
・災害時等通訳サポーター制度
・避難カード
・ハザードマップ
・防災訓練

Ⅰコミュニケーション支援 Ⅱ生活支援 Ⅲ多文化共生の地域づくり

・多文化推進協議会
・地域協議会
・外国人集住都市会議
・岐阜県外国人集住９市多文化共生
担当者会議

・美濃加茂国際交流協会

Ⅳ多文化共生施策の推進体制
の整備

■庁内通訳用タブレット導入
庁内通訳に頼らず、自らの力で手続きができるようタブレットを導入

■外国語版 広報誌の発行
【配布】 ・市内公共施設

・外国人関連販売店（教会・食料品店等）
■外国語版 すぐメール

登録を英語又はポルトガル語で出来るよう改良
■外国語版 フェイスブック

生活情報など外国人住民に有用な情報を提供
■外国語版 ホームページ

美濃加茂市ＨＰより英語かポルトガル語を選択
■防災災害時緊急放送 （同報無線）

言語： 日本語、英語、ポルトガル語
■転入者向けの「ウエルカム・セット」

転入者へ美濃加茂市の各種案内の情報を提供
言語： 英語、ポルトガル語

9

Ⅰ. コミュニケーション支援
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■庁内通訳用タブレット導入

10

Ⅰ. コミュニケーション支援

・ 導入の背景

・ 目的・考え方

・ 運用方法

タブレット配置課

新拠点

国際交流員所属課

担当：岐阜県

担当：教育委員会

担当：美濃加茂市
市委託事業

転入後・・・

初期適応教室
「のぞみ教室」

小学校・中学校

日本語×

日本語△ or ○

進学

進学支援

高等学校 大学

就職・・・

放課後学習支援

11

外国人児童生徒入学の流れ

Ⅱ. 生活支援 （教育体制の充実） ①
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12

■のぞみ教室（初期適応教室）

【対象】 小学生～中学生
※日本語が話すことができない児童生徒

【内容】 ①学校で必要な『生活指導』、『初期的な日本語指導』を
一定期間集中的に行う。

②保護者へ就学情報を提供する。

■外国人児童生徒学習支援事業

【対 象】 公立学校に通う外国人児童生徒

【目 的】 児童生徒の就学意欲を維持し、
公立学校での授業を理解できるよう支援

【内 容】 家庭学習や学科の補習、進学指導

【実施日】 太田地区 ： 小・中学生 水・金 18:30-20:30 (小・中学生 別室)
古井地区 ： 小・中学生 火・木 16:30-18:00 (小学生) 18:30-20:30 (中学生) 

【場 所】 生涯学習センター （太田地区）
上古井交流センター（古井地区）

Ⅱ. 生活支援 （教育体制の充実） ②

13

■地域社会に対する意識啓発
多文化理解
・自治会配布物を翻訳し、地域マナーの理解
多文化活動
・防犯意識の啓発
・外国人と日本人住民の交流の支援

■外国人住民の自立と社会参画
地域参画
・外国人住民の積極的な地域づくりへの参加
・協議会等への登用

■多文化共生・国際交流活動への支援
・多文化共生推進・国際交流活動ができる拠点
・国際交流事業

・姉妹都市ダボへの学生派遣・受入事業による人材育成
・姉妹都市ダボ日本庭園造成事業の実施による人材育成

Ⅱ. 生活支援 （教育体制の充実）Ⅲ. 多文化共生の地域づくり
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Ⅱ. 生活支援 （ 事業）Ⅳ．多文化共生施策の推進体制の整備 ①

14

■庁内の推進体制の整備
庁内での情報共有を図り、連携して施策が実施できるような体制を整える

・庁内連絡推進協議会の開催

■地域における役割分担と連携・協働
・自治会
・古井地区多文化推進座談会
・地域団体

■国・県・他市町村との連携
情報交換を密にし、互いに連携しながら現状に合わせた施策に取り組む

・外国人集住都市会議
・岐阜県外国人集住９市多文化共生担当者会議 他

Ⅱ. 生活支援 （ 事業）Ⅳ．多文化共生施策の推進体制の整備 ②
（岐阜県国際部局、国際交流協会等との連携）

15

■県国際部局との連携
・岐阜県多文化共生推進本部本部員会議 （県知事出席の会議）
・岐阜県外国人集住９市多文化共生担当者連携会議
・岐阜県多文化共生推進員情報交換会 （推進員の推薦、推進員推薦市として出席）
・外国人県民会議 （在住外国人の推薦、オブザーバー参加）
・「のぞみ教室」の建設事業として岐阜県多文化共生推進補助金を活用

・岐阜県国際交流センター理事に美濃加茂市市民協働部長が就いている
・岐阜県国際交流センター各種会議、イベント、行事等について連携を図っている

・国際交流分野では岐阜県の関係部局と連携を図り、多方面での事業を実施

■NPO法人 美濃加茂国際交流協会との連携
・外国人児童生徒向けの放課後学習支援事業の委託
・姉妹都市（オーストラリア・ダボ）青少年派遣・受入事業の委託
・姉妹都市関連の各種事業について密に連携を図り、実施している
・国際交流分野では密に連携を図り、事業を実施している
・外国人住民向け事業（例：日本語教室等）について市の媒体、国際交流員を通じてPR
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課 題

・定住化や永住化、国籍別の割合の変化による、情報提供のさらなる充実

・国籍別の割合の変化による、多言語対応が必要

・就学前の子どもや児童生徒への初期指導が引き続き必要

・地域で活躍するための日本人市民との交流の場や
お互いの共生の意識づくりが重要

・防災対策への取り組みや意識づくりが引き続き重要

・各種政策へ生かすための外国人市民の実態把握が必要

・次世代を担う若い外国人人材の活用プログラムが重要

・日本で生活するために必要な各種制度の研修・説明会等の充実が重要

・外国人を雇用する企業等との連携が重要

17

外国人市民の

美濃加茂市が目指すもの

みんなで一緒につくる共生のまちづくり

自立

支援
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(
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(
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4 1 4 1

2012 2013

2018

376,478

4.27
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1 2012 2013 4 1

(
)

25 1399 6396 3312 1095 219 155 82 104 247 1024 16 254
14303

26 1351 6074 3239 1045 234 173 73 85 211 1046 17 230
13778

27 1318 5976 3182 963 226 0 166 78 65 201 1202 38 218
13633

28 1282 6170 3321 947 241 1 199 72 59 191 1478 152 226
14339

29 1253 6279 3664 941 261 2 206 68 78 209 1532 258 236
14987

30 1203 6419 4275 1009 277 1 243 59 92 244 1690 331 248
16091

27

25 30 1.5
25 30

10
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地域国際化推進アドバイザー制度について

多⽂化共⽣、国際交流・協⼒に係る専⾨知識・経験を有する⽅を、クレアが『地域
国際化推進アドバイザー』として委嘱したうえで、希望する⾃治体等に派遣し、必要
な情報、適切な助⾔・ノウハウの提供などを⾏うことにより、施策の推進、住⺠理解
の促進等に寄与する。

【派遣対象団体】 ⾃治体・地域国際化協会・市区町村国際交流協会
【アドバイザー・アドバイザーの業務】
以下に関する業務に係る知識・実務経験を有する者(※1)で、当該知
識やノウハウの提供、助⾔等を⾏う(※2) 。
① 多⽂化共⽣推進のための施策構築・実施 ② 国際協⼒・国際交流・

国際理解教育 ③ ⾃治体等とNGO/NPO等との連携・協働
(※1) 別添「地域国際化推進アドバイザー⼀覧」参照（登録者数計:70⼈）

(※2) 研修や講演会といった形式は問わない
【アドバイザーの委嘱期間】 ⼆年間
【経費負担】 アドバイザーの謝礼⾦・旅費はクレアが負担
【制度の運⽤】
限られた予算の中で、より多くの団体に本制度を活⽤していただくべく、
⼀団体につき⼆年度に⼀回(上限4時間)活⽤できることとして運⽤中。

制 度 概 要

⽬ 的

1

【参考】平成29年度 地域国際化推進アドバイザー派遣実績

業務区分

派遣先

多文化共生
国際協力
国際理解 その他 合 計災害時の

外国人支援
日本語学習
やさしい日本語 意識啓発 小計

都道府県 3 0 0 3 1 1 5

市区町村 4 11 13 28 1 2 31

地域国際化協会 4 2 0 6 3 3 12

市町村国際交流協会 10 3 4 17 3 1 21

合 計 21 16 17 54 8 7 69

※その他は通訳・翻訳、ボランティア育成など
平成29年度予算執行状況 （単位：千円）

予算額 ２３，７８４

決算額 ２１，８７４
2
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【参考】これまでの地域国際化推進アドバイザー派遣事例

◆日本語学習・やさしい日本語◆
【群馬県大泉町主催による「多文化共生に関する職員研修会」に
講師として派遣】
町役場職員109名を対象に、職員一人ひとりの外国人住民への対応
能力の向上と、多文化共生に対する意識啓発を図るため、「やさしい
日本語」に関する講義を行いました。

◆意識啓発◆
【佐賀県国際交流協会主催による「医療通訳サポーター養成講座」
に講師として派遣】

ボランティア登録者、医療従事者等45名を対象に、医療通訳の心構え、
倫理規定及び、医療通訳の必要性などについて講義を行いました。

3

◆災害時の外国人支援◆

【宮崎県都城市主催による「平成３０年度都城広域定住自立圏多
文化共生職員研修」に講師として派遣】
行政職員144名を対象に、災害時に外国人が直面する課題について、
準備段階として必要なこと、過去の災害時における外国人対応の事例
と対処法などについて講義を行いました。

【参考】地域国際化推進アドバイザー⼀覧（平成30年度）

No. 氏名 所属／役職

1 秋尾 晃正 （公財）民際センター／理事長

2 阿部 一郎 多文化共生コーディネーター

3 阿部 眞理子 （特活）IVY／理事

4 有田 典代 国際文化交流協会／事務局長

5 飯田 奈美子
(公財)京都市国際交流協会/行政通訳・相談事業コーディネーター
(多言語コミュニティ通訳ネットワーク(mcinet)/共同代表)

6 石井 ナナヱ 認定特定非営利活動法人ふじみの国際交流センター／理事長

7 稲葉 哲朗 （公財）名古屋国際センター／広報情報課長

8 犬飼 康弘
（公財）ひろしま国際センター 研修部／日本語常勤講師

（日本語講師チームリーダー）

9 井上 八三郎 （公財）京都市国際交流協会／事務局次長

10 岩本 郁子 （公財）茨城県国際交流協会／事務局長

No. 氏名 所属／役職

11 榎井 縁
大阪大学／特任准教授
（（公財）とよなか国際交流協会/理事、
（特活）開発教育協会/理事、（特活）クロスベイス/理事）

12 大橋 正明
（特活）国際協力ＮＧＯセンター／理事
（（特活）シャプラニール＝市民による海外協力の会／評議員、聖心女子大学
人間関係学科/教授、聖心女子大学グローバル共生研究所/所長)

13 大森 典子 （公財）愛媛県国際交流協会／室長（外国人支援・国際連携事業担当）

14 荻村 哲朗
神奈川大学／非常勤講師
（明治学院大学 国際平和研究所／研究員）

15 御舘 久里恵
鳥取大学 教育支援・国際交流推進機構 国際交流センター／准教
授

16 片山 信彦 （特活）ワールド・ビジョン・ジャパン／常務執行役員

17 勝 千恵子 （公財）名古屋国際センター 広報情報課／主査

18 勝谷 知美 （一財）熊本市国際交流振興事業団／事務局次長

19 加藤 理絵 （公財）名古屋国際センター 交流協力課／主査

20 菊池 哲佳
多文化社会専門職機構／多文化社会専門職機構認定・多文化社会
コーディネーター、事務局長
（（公財）仙台観光国際協会 国際化推進課／交流係長） 4

主たる所属種別の内訳 学識経験者：14 地域国際化協会・市区町村の国際交流協会20
（全70名） 地域国際化協会・市区町村の国際交流協会を除く⺠間団体：36
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No. 氏名 所属／役職

21 木下 理仁
かながわ開発教育センター（Ｋ-ＤＥＣ）／事務局長
（東海大学教養学部国際学科／非常勤講師）

22 金 迅野
マイノリティ宣教センター／共同主事
（中央大学社会科学研究所／客員研究員）

23 金 宣吉
(特活)神戸定住外国人支援センター/理事長
（神戸大学国際人間学部／非常勤講師）

24 木村 博之 （公財）横浜市国際交流協会／事務局担当次長

25 金 東暎
行政書士金東暎事務所／行政書士
（在日本大韓民国民団宮城県地方本部／監察委員長）

26 黒田 正人
ロイヤルシルク財団 東京事務所／特別アドバイザー
（東京大学生産技術研究所／目黒研究室 協力研究員
（株）黒田設計室／代表取締役）

27 小山 紳一郎
ちがさき市民活動サポートセンター／スタッフ
（明治大学、亜細亜大学／非常勤講師）

28 佐渡友 哲
日本大学 法学部／教授
（オックスファム・ジャパン／理事）

29 柴垣 禎
（特活）多文化共生マネージャー全国協議会／理事
（ＮＧＯダイバーシティとやま／事務局長）

30 清水 由美子
（公財）柏崎地域国際化協会／常勤理事 事務局長
（多文化共生マネージャー）

No. 氏名 所属／役職

31 菅波 茂 認定特定非営利活動法人AMDA／理事長

32 杉田 理恵 東村山市市民相談・交流課/多文化共生相談員

33 杉本 正次 （特活）地域国際活動研究センター／理事

34 須藤 伸子
（公財）仙台観光国際協会 国際化推進課／課長
（宮城教育大学／非常勤講師）

35 仙田 武司 （公財）しまね国際センター／多文化共生推進課長

36 高木 和彦
（特活）多文化共生マネージャー全国協議会／副代表理事
（滋賀県 滋賀県総合政策部広報課／参事）

37 髙倉 弘二 高倉環境研究所／代表

38 高橋 伸行
（特活）多文化共生マネージャー全国協議会／理事
（船橋市市長公室国際交流課／課長）

39 竹内 よし子 （特活）えひめグローバルネットワーク／代表理事

40 田村 太郎 （一財）ダイバーシティ研究所／代表理事

5

6

No. 氏名 所属／役職

41 丹下 厚史 （公財）名古屋国際センター ／交流協力課長

42 土井 佳彦
（特活）多文化共生リソースセンター東海／代表理事
（（特活）多文化共生マネージャー全国協議会／理事）

43 豊島 行宏
元（公財）名古屋国際センター／元専務理事・事務局長・国際留学生
会館館長

44 内藤 稔 東京外国語大学大学院総合国際学研究院/講師

45 長坂 寿久
（一財）国際貿易投資研究所／客員研究員
（逗子フェアトレードタウンの会／代表理事、プラン・インターナショナ
ル・ジャパン／理事）

46 中村 絵乃 （特活）開発教育協会／事務局長

47 西村 明夫 RASCコミュニティ通訳支援センター/代表

48 野田 真里
茨城大学人文学部人文コミュニケーション学科／准教授
(国際開発学会/理事)

49 野山 広 国立国語研究所日本語教育研究領域／准教授

50 蓮井 孝夫
（特活）香川国際ボランティアセンター／会長（理事）
(（福）香川いのちの電話／理事、
(特活)たかまつ市民活動応援団/副代表)）

No. 氏名 所属／役職

51 藤井 誠
HR Japan／代表理事 教育プロデューサー）

（（一社）障がい者起業就労支援協会／会長）

52 藤原 孝章 同志社女子大学／教授

53 堀 永乃
（一社）グローバル人財サポート浜松／代表理事
（日本大学／非常勤講師）

54 松尾 慎 東京女子大学現代教養学部/教授

55 松岡 洋子 岩手大学教育推進機構グローバル教育センター／教授

56 松本 義弘
（公財）横須賀市産業振興財団／常務理事・事務局長
（三浦半島中小企業勤労者福祉サービスセンター／所長、
日本フェアトレード・フォーラム／認定委員）

57 水口 章 敬愛大学 国際学部／教授

58 村上 公彦
（公社）アジア協会アジア友の会／専務理事兼事務局長
(日本基督教団寝屋川教会/牧師）

59 村松 紀子
(公財）兵庫県国際交流協会／相談員
（医療通訳研究会（MEDINT）／代表）

60 八木 亜紀子
（特活）開発教育協会／事業主任
（（特活）アジア太平洋資料センター／理事）
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No. 氏名 所属／役職

61 八木 浩光 （一財）熊本市国際交流振興事業団／事務局長

62 山内 康裕
（一社）滝川国際交流協会／理事
（滝川市 産業振興部 観光国際課／課長）

63 山本 晃史
（一社）ＩＳＰ／代表理事
（（特活）カタリバ／職員）

64 楊 廷延 群馬県立大学地域日本語教育センター/講師

65 柚木 美穂 （公財）鹿児島市国際交流財団

66 湯本 浩之
宇都宮大学／教授
（（特活）開発教育協会／副代表理事）

67 横山 勝 岩手県行政書士会／一般会員

68 吉富 志津代
名古屋外国語大学世界共生学部／教授
（（特活）多言語センターFACIL／理事長）

69 米山 敏裕 （特活）地球の友と歩む会／事務局長

70 若林 秀樹 宇都宮大学国際学部/客員准教授
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［配属先］
　国際関係担当部署（国際課、国際経済課、
海外プロモーション課、商工観光課等）

［職務内容］
①任用団体の国際交流関係事務の補助（外
国語刊行物等の編集・翻訳・監修、国
際経済交流事業を含む国際交流事業の
企画・立案及び実施に当たっての協力・
助言、外国からの訪問客の接遇、イベ
ント等の際の通訳等）
②任用団体の職員、地域住民に対する外
国語教室または異文化理解講座等への
協力
③地域の民間国際交流団体の事業活動に
対する助言、参画
④地域住民の異文化理解のための交流活
動（学校訪問を含む）及び外国人住民
の生活支援活動への協力等

観光インバウンド戦略など経済交流のサ
ポーターとして
　自治体の観光情報の多言語化やHPや
SNSを活用した情報発信、外国人目線に
よる観光パンフレット・ポスターの作成
サポートなど幅広く力を発揮します。

多文化共生推進のために
　CIR の魅力はなんといっても、日常会
話からビジネスまでこなす日本語能力の
高さです。翻訳・通訳に対応し、地域の
外国人住民の環境整備にも力を発揮しま
す。また、地域住民や職員を対象とした
語学講座や料理教室等を通じて、異文化
理解の推進を図ります。

国際交流員（CIR：Coordinator for 
International Relations）は、地方
公共団体の国際交流担当部局等で所
属長の指示を受け、主に国際交流活
動に関する職務に従事します。

京都府京田辺市
伝統行事「二月堂竹送り」に参加するイギ
リスからのCIR

静岡県伊豆の国市
家庭教育講座「教えてモンゴルの子育てと
おやつ作り」

兵庫県
知事の通訳をする韓国のCIR

北海道　東川町立中学校でインドネシアの楽器を紹介するCIR

国際交流員（CIR）とは
JET  CIR 2018

( : )

県の国際交流・多文化共生にかかせない
CIRの存在
　富山県では、平成元年（1989年）に英語圏CIR
を任用開始して以来、30年の活用実績があります。
現在は、米国オレゴン州、ブラジル・サンパウロ州、
中国遼寧省、ロシア沿海地方、インド・アンドラプラ
デシュ州などと友好交流関係にありますが、それら
の国を含む6か国7名をCIRとして任用しています。
　各CIRには、各国・地域との国際交流事業におい
て、事業計画の立案から実施、各政府・団体との連
絡調整に至るまで、全てにおいて主体的に参加して
もらっています。当該国・地域の出身であるからこそ、
日本人ではなかなか理解できない習慣や考え方の違
いがわかり、現地の人脈等も生かして、より強固な
友好関係を築くことができるものと期待しています。
　具体的な業務内容としては、各国・地域との国際
交流事業のほか、県の魅力を各国・地域の方々に伝
えるために、SNSや各国大使館・領事館等のホー
ムページ等を活用して、県の観光名所やイベント情
報について発信しています。
　また、県職員や県民向けに語学講座を行うととも
に、学校等での異文化理解講座も担当し、各国の言
語や文化を広く県民に紹介しています。近年では高
校教員向けの指導者研修でも講師を務めるなど、県
の国際教育にも貢献しています。
　このほか、週に1回勤務する（公財）とやま国
際センターでは、県内在住外国人のために各国の言
語で生活相談を行っており、必要に応じて関係機関
との連絡調整を行い、問題解決の手助けをしていま
す。その国の文化や背
景を知らないと問題の
本質を理解できないこ
とがあるため、多文化
共生の観点において
も、CIR の果たす役割
は大きいと言えます。

留学生が安心して暮らせる毎日を支える
CIR
　県は、ブラジル・サンパウロ州、中国遼寧省、ロシ
ア沿海地方、インド・アンドラプラデシュ州から県内
の大学に県費負担留学生を迎えており、CIRが県費
負担留学生の来県準備から帰国まで、生活相談を担
当しています。空港に出迎えに行き、インターネット
接続やスマートフォンの手配、身の回りのものの買い
物などを支援することから始まります。スーパーマー
ケットやドラッグストアなどが分かる周辺の地図を作
成するなどして、新生活のスタートに当たり困らない
よう工夫しています。県費負担留学生はある程度日
本語ができるものの、大学や役所での様々な事務手
続など、外国人にとって理解しにくい場面では支援を
必要とすることが多いです。県費負担留学生が病気
になったときには、日本語で症状を伝えたり、医師の
話す日本語の意味を理解したりすることができない
こともあり、通訳として付き添うこともあります。
　CIRは日本語能力が高く、日本での留学経験もあ
る場合が多いので、県費負担留学生からは「自分た
ちの気持ちに寄り添って相談にのってくれる存在」と
して頼られています。県費負担留学生が週に1回国
際課へ来た際に、何か困ったことはないか、CIRが1
週間の様子を確認し、県費負担留学生の質問に答え
ているほか、SNSを利用して、CIR、県費負担留学生、
技術研修員等のグループを作り、いつでも相談し合
える環境を整えています。
　このような強固で良好な
関係を築くことによって、
CIRが実行委員を務める国
際交流イベント「JET世界
まつり」の運営に県費負担
留学生にも協力してもらう
など、県における国際交流
や多文化共生の推進に大い
に役立っています。

県費負担留学生の相談に対応する
ブラジル人CIR（左）

県費負担留学生の相談に対
応するロシア人CIR（右）

ヨシムラ・マルセロ・トモアキ　孫　肖
シャーホフ・スタニスラフ　ダーサリ・ラメーシュ
ヨシムラ・マルセロ・トモアキ：ブラジル・サンパウロ州出身。
孫　肖（ソン・ショウ）：中国遼寧省出身。
シャーホフ・スタニスラフ：ロシア・チェリヤビンスク州出身。
ダーサリ・ラメーシュ：インド・アンドラプラデシュ州出身。

面積：4,247.61平方
キロメートル

人口：1,050,770人（平
成30年 7月現在）

著名な観光地：立山、黒
部峡谷、五箇山合掌造
集落

特産品：ブリ、ホタルイカ、
シロエビ、ます寿司

外国人宿泊者数：
237,720人（平成
29年）

富山県県費負担留学生の心の
よりどころとして

多文化共生

ベトナム人住民の急増を受け任用
　松戸市の外国人登録者数は、平成30年（2018
年）5月末日現在、16,133 人であり、県内4番
目です。国籍別では、1位が中国（6,836人）、2
位がベトナム（2,231 人）、3 位がフィリピン
（1,773人）であり、韓国、ネパールと続いていま
す。ベトナム人は、5年間で 4倍となっており、
ネパール人とともに急激に増えている外国人です。
このような状況で、在住外国人に関する施策（多文
化共生施策）と東京2020オリンピック・パラリ
ンピック競技大会開催を契機とした訪日外国人誘致
施策にベトナム人目線でアドバイス・サポートをし
てもらうために、平成29年 7月末から、ベトナ
ム人CIR を 1名任用しました。

生活情報を新たにベトナム語で提供
　ベトナム人CIR は、主に情報発信業務、市民交
流業務、通訳・翻訳業務などを行っています。
　外国人向けの情報発信は、今まで市ウェブサイト
の自動翻訳機能に頼っていましたが、これだけでは
外国人にとって分かりやすい情報になっていません
でした。この問題を解決するために、市は、平成
27年度からオーストラリア人CIR を 1名任用し、
外国人向けサイト「International Portal」を立ち
上げ、日本語だけでなく英語による外国人にとって
分かりやすい情報提供を始めました。しかしながら、
市の在住外国人は、英語圏の方々だけでなく、中国
人及びベトナム人が全体の半数以上を占めていま
す。とりわけベトナム人が急増したことにより、市
で生活する上で必要な情報をベトナム語で分かりや
すく提供することが緊近の課題となりました。ベト
ナム人 CIR を任用後は、従来の「International
Portal」英語版に加えベトナム語版も作成し、ベ
トナム人にとって分かりやすい記事作成・編集業務
を行っています。彼女には、ベトナム語で作成した
記事を英語及び日本語に翻訳してもらっていますの

で、オーストラリア人 CIR が退任した現在でも、
充実した外国人向けの情報提供ができています。
オーストラリア人CIR が始めた市の広報紙へのコ
ラム掲載も引き継いでいます。CIRが市内で体験し
たこと、感じたことを掲載しているこのコラムには、
CIR 専用のメールアドレスを記載しており、月に何
度かこのコラムを読んだ読者から感想や意見などの
メールが寄せられています。時には、市民が主催す
るイベントに招待されることもあり、少しずつです
が市民の認知度が増えてきています。
　またベトナム人は、Facebook 利用率が高いこ
とから、ベトナム語版の「International Portal」
Facebook ページを新たに立ち上げ、市内のイベ
ント情報や生活に役立つ情報等を1週間に数回程
度ベトナム語で発信しています。様々なツールを使
うことにより、どうしたら在住外国人、特にベトナ
ム人とベトナム人観光客に市の情報が伝わるか日々
検討しています。
　今後は、ベトナム人CIR の提案により、在住ベ
トナム人・ベトナム人観光客向けブログ（ベトナム
語）の作成を予定しています。

様々な機会をとらえベトナムの文化を紹介
　市民交流業務では、年に1回市内で開催してい
る「国際文化祭」において、参加した市民にベトナ
ムの文化紹介等を行いました。この他にも、市内英
語サークルやシティガイド勉強会でもベトナムの文
化紹介をしています。
　さらに市内大学生と日本語学校在学中のベトナム
人と交流するワークショップにも参加するなど、市
民との交流にも積極的です。今後は、ベトナムの料
理教室を自ら企画して行う予定にしています。
　最後に訪日外国人観光客誘致に対する取組につい
てですが、ターゲット国の一つとしてベトナムから
の観光客誘致に向けた施策を展開していく予定で
す。施策立案のために実施している、市内の日本語

市内在住ベトナム人を対象とした情報発信

レー・ガン・ハー
ベトナム・ハノイ出身。大学で日本語を専攻。大学時代に日本語・日本文化研修生として1年間の広島大学留学を経験した。ハノイで、
人材紹介会社に勤務後、平成29年7月末から千葉県松戸市に任用され、経済振興部文化観光国際課に配属される。

多文化共生

学校在学中のベトナム人を対象としたモニターツ
アーにおいて、CIR は企画へのアドバイスやツアー
中の通訳をしています。
　また、市内大学の観光学科の授業においては、学
生がテーマごとに企画するベトナム人向けのツアー
造成をするプログラムのアドバイザーを行うなど、
観光人材の育成に一役買っています。

ベトナム人CIRならではの今後の取組
　今後は、市内に暮らすベトナム人をはじめとした
市民との交流をさらに進めるほか、ベトナム人観光
客を誘致するため、現地の旅行会社や企業との連絡
調整に一緒に取り組んでいきます。

平成30年 7月中の本市内でのイベント情報をベトナム語で記載し
た Facebook ページ

ベトナム人留学生対象のモニターツアーで　案内をするCIR
（前列左）

シティガイドの勉強会でベトナムの文化紹介をするCIR（中央）

千葉県
松戸市

面積：61.38平方キロメートル
人口：490,256人
　　　（平成30年6月1日現在）
特産品：梨・ねぎ
主要な観光地：戸定邸、矢切の渡し等 松戸市
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都市交流事業をきっかけとしたCIRの任用
　伊豆の国市は、平成 27年（2015 年）8月に
モンゴル・ウランバートル市ソンギノハイルハン区
と「都市交流に関する覚書」を締結し、モンゴルと
の交流がスタートしましたが、文化や習慣、言語の
違いなどから、交流を進めていく上で大きな壁を感
じておりました。どうしたらこの壁を取り除くこと
ができるかと検討していく中で、モンゴルを熟知し
た人材に手伝ってもらうことが最適であると判断
し、平成28年8月からCIRの任用を開始しました。
　CIR を任用したことをきっかけに、モンゴルとの
交流をさらに進めるべく、平成29年 2月に「モ
ンゴル国柔道競技代表選手の2020年東京オリン
ピック・パラリンピック事前キャンプに関する覚書」
を締結しました。

CIR の活動で深まる市民交流
　CIR の主な業務としては、都市交流事業の企画・
立案、モンゴルからの訪問団の対応や通訳、市民へ
のモンゴルの文化の紹介やモンゴル語講座の開催、
小中学校を中心とした児童・生徒への出前講座の開
催などがあります。
　特にこれまで、学校や市民を対象とした各種講座、
モンゴル訪問時・受入時の対応や通訳などでCIR
が活躍しています。具体的な活動としては、小学校
でモンゴルの文化の紹介をしたり、モンゴルの絵本
の読み聞かせを行ったりしてきました。中学校にお
いては、社会科の授業を活用し国際理解を深めるこ
とを目的に、CIRがモンゴルについて講義しました。
また、市民を対象にモンゴル語講座やモンゴル家庭
料理教室などを開催しました。その他、市広報紙へ
のモンゴルの紹介コーナーに寄稿したり、コミュニ

出前講座で小学生にモンゴルの文化を紹介するCIR

ふるさと博覧会で市民にモンゴルの文化を紹介するCIR（右）

一家で来日！家族ぐるみで国際交流

サンジドルジ・ムンフジャルガル
モンゴル・ウランバートル市出身。大学で日本語の教職課程を取得。大学卒業後、鳥取県CIR、在モンゴル日本大使館にて勤務後、平
成30年1月から伊豆の国市に任用され、市長戦略部市長公室に配属される。日本語能力試験1級。夫と子ども4人と来日。

国際交流

ティ FMを活用してモンゴルの PRを行ったりし
ています。
　こうした活動に加え、平成28年度から、毎年8
月に中学生をソンギノハイルハン区へ派遣する事業
を行っています。これまで参加者の確保に苦慮して
おりましたが、平成30年度は募集人数を大幅に上
回る応募がありました。また、今年新たにモンゴル
国の柔道アカデミーの小学生が日本に来て、日本で
の柔道を通じた交流を行うことが決定しています。
CIR の活躍により、市民のモンゴルに対する理解も
深まってきたものと認識しています。

一家全員で地域コミュニティに参加
　現在任用しているCIR は、平成30年 1月から
採用していますが、鳥取県でCIR として働いてい
た経験や在モンゴル日本大使館において勤務してい
た経験があることから、日本語が堪能で、職場でも
すぐに打ち解けて活躍しています。また、配偶者と
4人の子どもたちも一緒に来日したため、家族の支
援も充実しており、本人の日々の活動の支えになっ
ていると感じます。
　4人の子どもたちはそれぞれ中学1年生、小学

5年生と2年生、保育園の年長ですが、市に外国
人向けの学校がないので、日本人の子どもと同じ学
校に通っています。子どもたちも最初は日本語を話
すことができないので不安だったと思いますが、来
日してから半年以上が経つと、学校生活や日本での
生活にも徐々に慣れてきて、部活動やスポーツを通
じて、日本の子どもたちとコミュニケーションも取
れるようになってきました。また、CIR の配偶者も
日本語を話すことができ、地域の清掃作業、地域活
動や学校の行事にも積極的に参加してくれていま
す。さらに、最近では、自動車の運転免許も取得し、
隣市の企業への就職も決まりました。家族全員が市
での生活を楽しみ、それぞれの生活を充実させてい
ることで、CIR にとっても活動しやすい環境になっ
ているのではないかと感じております。
　2020東京オリンピック・パラリンピック競技
大会におけるモンゴルの柔道選手受入時には、CIR
と協力して市全体で選手のサポートや応援ができる
体制を整えるとともに、都市交流の覚書を締結して
いるソンギノハイルハン区との交流もさらに充実さ
せていきたいと思います。

コミュニティ FMに出演するCIR

静岡県
伊豆の国市

面積：94.71㎢
人口：48,964人（H30.6 月現在）
著名な観光地：韮山反射炉（世界文化遺産）、
伊豆長岡温泉

特産品：いちご、トマト、スイカ、鮎、大根、
みかん

伊豆の国市

日本人と外国人がいきいきと暮らせるまち
づくり
　彦根市における在留外国人数は、平成 30 年
（2018年）4月末日現在で、中国、台湾に続きブ
ラジルの国籍が多く、在留資格別に見ると、永住者、
定住者及び日本人の配偶者でブラジル国籍の外国人
が最多となっています。こうした外国人住民の定住
志向の高まりに合わせて、平成11年からブラジル
出身のCIR を招致し、行政サービスや市民の意識
の向上を図り、日本人と外国人とがともにいきいき
と暮らすことができるまちづくりを進めています。
　CIR は、日本人の職員と同様に事務を分担してお
り、広報紙へのコラムの掲載、「FMひこね」での
広報紙のニュースのポルトガル語による放送、通訳・
各種相談業務、多文化共生に関する講座の講師、外
国の文化の理解を広める事業のほか、外国にルーツ
を持つ子どもたちの支援を行う「母語教室」、「子ど
も多文化クラブ」の事業を受け持っています。

CIR の提案による小学校での母語教室
　「母語教室」は、外国人の児童・生徒が、アイデ
ンティティを育み、母語しか話すことができない家
族と上手にコミュニケーションを取ることができる
ようになること、また、同じルーツを持つ仲間と過
ごす居場所をつくり、学校生活での孤立を防ぐこと
を目的に平成26年に始まった事業で、市内でブラ
ジルにルーツを持つ子どもが多く通学している小学
校で、月2回程度、ブラジルにルーツを持つ子ど
もにポルトガル語やブラジルの文化を教えていま
す。
　その小学校には1年生から6年生まで13人の
ブラジルにルーツを持つ子どもが在籍しています
が、保護者の送迎ができないなどの理由で参加でき
ない子どもを除き、12人が参加しています。平成
28年度までは、駅前にある会議室を利用していま
したが、参加率が低く、実施方法の見直しが求めら

れる中で、CIR の改善の提案により小学校で実施す
ることになり、子どもの参加率が向上しました。
　参加している子どもの環境は様々で、ポルトガル
語で日常会話も読み書きもできる子どももいれば、
読み書きができない子ども、どちらもできない子ど
ももいます。そのような中、CIR は、教材を工夫す
るほか、勉強が苦手な子どもも遊びながらポルトガ
ル語を話すことができるようになっていく様子など
から学習の方法を考えるなど、教師の経験を生かし
た教室の運営を行っています。

外国にルーツを持つ子どもを孤立させない
「子ども多文化クラブ」
　外国にルーツを持つ子どもは、両親が仕事をして
いることが多く、特に夏休みや冬休みの長期休暇中
は外出することなく家の中で過ごしがちになりま
す。また、日本で生活する中で日本文化や習慣を覚
えていく一方で、自分のルーツに触れることが少な
くなり、自分自身のアイデンティティを見失ってし
まうことがあります。
　「子ども多文化クラブ」は、そのような小中学生
を対象に、学校や国籍を越えて、世界の国の文化や
習慣に触れ、一緒に学習をし、地域のことを学ぶこ
とにより、同じように外国にルーツを持つ子ども同

小学校での母語教室で子どもたちと触れ合うCIR

外国にルーツを持つ子どもの居場所づくりにCIRが貢献

ナターリャ・クリスチナ・ヒベイロ・アブレウ
ブラジル・ミナス・ジェライス州出身。国際交流基金日本語センターでの日本語教師の長期研修に参加し、ブラジルで日本語とポルト
ガル語の教師として勤務。平成26年4月から彦根市に任用され、市民環境部人権政策課に配属される。

多文化共生

士のネットワークづくりを進める事業で、夏休みに
4回、冬休みに1回、学習支援、様々な体験活動
の補助等を、市に登録している多文化共生ボラン
ティアの方の協力を得ながら実施しています。

「子ども多文化クラブ」では子どもたちが様々な文化に触れる

　CIRは、事業の計画はもちろん、講師への依頼や打
合せ、会場や準備物の手配等、事業の実施に至るまで
の事務を、日本人の職員とともに行っています。CIRは、
ボランティア、NPOなどの団体、大学講師等様々な
方と関わって仕事をしていま
すが、これまで4年間の活動
で広がった人脈を活かして、
体験活動の講師を自ら探し、
依頼をすることもあります。
　平成29年度は、CIRの提
案により、交流の時間を増や
し、子どもとスタッフ全員で
お弁当を食べるランチタイム
を実現し、38人の小中学生
が、フィリピンの理解を深め
る学習、日本文化を学ぶ折り
紙体験、創造性を高める焼杉
工作体験等を通して、自分が
通う学校以外の新しい友達を

作ることができました。

「多文化共生」という言葉が不要となる日
を目指して
　「母語教室」「子ども多文化クラブ」は、日本人の
職員がたとえポルトガル語を話すことができたとし
ても、外国にルーツを持つ子どもの気持ちに寄り
添って進めることは容易ではないでしょう。同じく
外国にルーツを持つ一人の人間として、日本で生活
しているCIR だからこそ、子どもの置かれている
環境や気持ちを誰よりも理解した上で、これらの事
業をより良く進めていくことが可能なのだと思いま
す。ここで学んだ子どもたちが、将来、社会に貢献
できる大人に成長することがCIR も含め私たち職
員の願いです。
　「ブラジルでは多文化共生が普通のことで、日本
でも多文化共生が普通のこととなり、将来『多文化
共生』という言葉がなくなることが本当の『多文化
共生』だと思う」とCIR が話したことがあります。
私たち日本人の職員は、目指す多文化共生について、
CIR とともに考えていきたいと思います。

CIR と一緒に焼杉工作体験

滋賀県
彦根市

面積：196.87平方キロメートル
人口：112,847人（平成30年5月末現在）
著名な観光地：国宝・彦根城
特産品：仏壇、バルブ、近江牛、彦根梨
市のキャラクター：ひこにゃん
姉妹都市：米国ミジガン州アナーバー市
友好都市：中国湖南省湘澤市 彦根市
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地域コミュニティ活性化への貢献
　堺市は、平成3年度（1991年度）から、海外
姉妹・友好都市との交流を一層深めるとともに、市
の国際化を進めることを目的として、海外姉妹・友
好都市から英語圏のCIR を配置してきました。平
成24年度からは、中国語圏のCIR が加わり、現
在は、2名体制となっています。主な業務としては、
翻訳・通訳業務、外国人賓客の接遇、ニューズレター
（外国人市民向け生活情報誌）発行、生涯学習講座
（小・中・高校向け出前講座）など多岐に渡ります。
　市西区では、歴史的・伝統的行事のひとつである「だ
んじり」、「ふとん太鼓」を活用し、地域コミュニティ
の醸成や歴史文化の向上、そして国際交流に寄与す
ることを目的とするコミュニティ活性化事業を行って
います。この事業は、鳳・津久野地区の「だんじり」
17台が参加するパレードを実施し、そこに市内及び
近隣の大学等に在学している留学生を招待して、見
学や交流会を開催するものです。（平成29年度：見
学者約30,000人、留学生参加者数43人）
　このコミュニティ活性化事業に、CIR が留学生の
引率及び通訳として参加し、伝統文化・地域資源で
ある「だんじり」の歴史や魅力についてのプレゼン
テーションを行いました。自治会を中心とした地域
住民との交流会では、人と人をつなぐ重要な役割を
担っています。
　市では、特に外国人市民と地域住民との交流機会
が少なく、このような伝統文化を通じた国際交流に
CIR が貢献している活用事例を一つのモデルとし

て、今後も外国人市民
と地域社会との結び付
きが深められるよう積
極的に CIR 活動の幅
を広げていきたいと考
えています。

CIR ならではの視点を活かす
　外国人市民が増える中、平成27年度に行った消
防局員を対象とした英語・中国語研修に続き、平成
29年度は、子ども園の職員向け研修を実施しまし
た。当初は、保育士と外国にルーツを持つ子どもや
その保護者と会話ができるようなスキルアップを図
る外国語研修を予定していましたが、CIR が企画段
階で保育園での聴取りをした結果、本当に必要なこ
とは、会話の練習や現場で活用できるフレーズ集の
準備に加え、各国での育児や教育等の文化の違いを
伝え、互いが理解し合うことではないかと気づきま
した。
　例えば、日本では「子どもは風の子」として薄着
をさせることもあるが、中国では、極力身体を冷や
さないように厚着をさせるといった生活習慣の違い
や、子どもに人気の手遊びを多言語で教えるなど、
丁寧な作業を積み重ね、練りあげた研修内容となり
ました。研修を受けた職員からは、「日本の考え方
のみ伝えるのではなく、外国籍の保護者や子どもた
ちの思いにしっかり寄り添いたい」などのコメント
があり、CIR でなければ、このような有意義な研修
を実施することができなかったと思います。業務別
研修の成果から、CIR ならではの視点や経験、知識
を活かすことの大切さを改めて気づくことができま
した。今後も事業検討時から、意見を含め、CIR が
持つ力を引き出し、様々な事業を展開していきたい
と考えています。
　なお、平成30年度
は「おもてなし研修」
を実施し、平成31年
度には、CIR の文化的
背景を活かした「税の
窓口外国語研修」（予
定）を企画しています。西区だんじり集合写真 小学校への出前講座

面積：149.82㎢
人口：833,544人 
（平成30年 1月
1日現在の推計人
口）

著名な観光地：百舌
鳥・古市古墳群

特産品：自転車、敷
物、刃物、注染・
和ざらし、線香、
昆布加工

堺市地域コミュニティ活性化と
職員の異文化理解に貢献

堺市

国際交流

ローダーミルク・エリカ　盛　亜莉
ローダーミルク・エリカ：米国カリフォルニア州出身。米国と日本のルーツを持つ。カリフォルニア大学サ
ンタクルーズ校（UCSC）に通い、大学卒業後は、平成27年 8月から堺市に採用され、堺市文化観光局国
際部国際課に配属。
盛　亜莉（セイ・アリ）：中国江蘇省・徐州市出身。日本文化に興味を持って、連雲港市淮海工学院で日本語
課を専攻。卒業後は、公務員として、連雲港市にある連雲港経済技術開発区勤務。その間、日中友好交流団
の一員として日本への訪問を経験する。平成29年4月から1年間、堺市文化観光局国際部国際課に配属。

市民、子どもたちの異文化理解に貢献するCIR
　米子市は、平成3年（1991年）に中国河北省
保定市と友好都市関係を、平成7年には韓国江原
道束草市と姉妹都市提携を結びました。これらの都
市との友好関係を円滑に行い一層の交流促進を図る
ため、また市民の国際意識の向上を図るとともに外
国人住民の方々の住みやすい環境づくりのために
CIR を任用しています。
　友好・姉妹都市との連絡調整のほか、市民向けの
語学講座を開催するとともに、小学校や公民館でそ
れぞれの国の文化などを紹介しています。小学校の
教員や公民館の職員と内容について打ち合わせ、で
きる限り要望に沿った内容とするよう心がけていま
す。子どもたちからは、CIR の話を聞いて驚いたこ
とや伝統衣装を試着した感想、国旗を描いたりハン
グルで一所懸命に書いてくれたりしたお礼の手紙が
届きます。中には小学校を訪問した後、子どもたち
がCIR から学んだことや自分たちで調べたことを
まとめ、CIR を招き発表することもあります。子ど
もたちの取組や素直な感想を見聞きするたび、CIR
は感動するとともにやりがいを感じています。

コミュニティ FMによる情報発信が外国人
住民の生活を支える
　平成27年 1月から、地域コミュニティ放送局
である ”DARAZ FM” にて「よなご外国語インフォ
メーション」という番組で多言語による情報発信を
行っています。毎月発行する市の広報誌から外国人
住民の暮らしに関わる情報をピックアップし、韓国
語及び中国語については CIR が翻訳して収録し、
ラジオで放送しています。内容は毎月10日前後に
更新され、翻訳した原稿は、DARAZ FMのホーム
ページ（http://www.darazfm.com/）に掲載さ
れています。

また、平成 28年 1月からは毎月第 3金曜日に、
ラジオ番組の生放送出演を中国人と韓国人のCIR
が交互に行っています。友好姉妹都市の紹介、時節
に応じた母国の行事や文化等の紹介、日頃の活動の
様子、CIR の感じた米子の魅力などを伝えるととも
に、イベントの告知を行っています。
　外国語での生活情報の発信は、多文化共生社会の
実現に向けて重要なことです。CIRが外国人の視点
から外国人住民の生活に役立つ情報を発信すること
により、外国人住民にとって暮らしやすい環境づく
りの推進に寄与しています。

コミュニティ FMで市の情報を伝えるCIR

コミュニティ FMに出演するCIR

李　佳仁　王　麗莎
李　佳仁（イ・ガイン）：韓国出身。独学で日本語を勉強し、日本で1年間ワー
キングホリデーを体験する。平成29年4月から任用。総合政策部地域振興課所属。
王　麗莎（ワン・リシャ）：中国出身。大学で日本語を専攻し、卒業後は衡水大学
で日本語教師として勤務。平成30年4月から任用。総合政策部地域振興課所属。

米子市は、山陰地方のほぼ中央
に位置し、南東に国立公園大山
（だいせん）、北に日本海、西に
コハクチョウ集団渡来地でラム
サール条約登録の中海（なかう
み）を有し、豊かな自然環境に
恵まれる。四季を通じて海水浴、
登山、サイクリング、スキーな
ど海から山へとレジャーを楽し
める環境が整う。
面積：132.42㎢
人口：148,525人（平成
30年 6月30日現在）

特産品：白ネギ、米、梨、柿、
にんじん、ブロッコリー

鳥取県米
よ な ご し

子市多言語による生活情報の発信
にコミュニティFMを活用 米子市

多文化共生

多文化共生のまちづくりと日本語ワンペアレッスン
　福山市のCIR は、30年近く市とふくやま国際交
流協会（事務局：福山市市民相談課内）で活動して
います。市では、翻訳・通訳、親善友好都市との連
絡・調整などの業務に、協会では、協会会員向けの
英会話サロン、イベントの企画・実施、英語ニュー
ズレター・チラシ作成、多文化共生のまちづくり事
業などに携わっています。
　協会では、多文化共生のまちづくりの事業の一つ
として「日本語ワンペアレッスン」を実施しており、
CIRはそのコーディネート業務やボランティアの養
成を担っています。
　この「日本語ワンペアレッスン」制度では、外国
人住民１人（場合によっては２人）に対して、１人
の日本人ボランティアをペアリングし、日本語を教
えています。仕事などの関係で地域の日本語教室に
参加できない人、または教室での授業内容にまだつ
いていけない初級レベルの人がこのサービスを利用
しています。
　ボランティアは、「ボランティア登録」の申請時に、
興味のある項目（日本語支援以外にも、ツアーガイ
ド、イベントアシスタントなどの項目あり）と時間
帯を選んでもらいます。また、外国人住民には、勉
強したいこと、可能な時間帯、交通手段などを申込
書に記入してもらい、１か月以内に日本人のボラン

ティアとのペアリン
グをします。時間帯
や相性に配慮しなが
らペアリングを調整
し、事務局の窓口に
て顔合わせをした上
でレッスンを始めま
す。CIR は、この顔
合わせの際のコミュ

ニケーションのサ
ポートや外国人住民
への英語での制度説
明で活躍していま
す。外国人住民と日
本人ボランティア双
方の負担にならない
よう、レッスンの会
場は図書館や市役所の支所などの公共の施設を使っ
ています。平成 30 年（2018 年）6 月末現在、
28組が活動しています。

CIR によるボランティアの養成
　市では、外国人住民が増加しているものの、日本
語指導を行う協会のボランティア数は不足していま
す。より多くの協会会員がボランティアとして活動
できるよう、「ボランティアのための英会話サロン」
を今年４月から始めました。そこでは、CIR が「市
についての英語紹介」、「交通など生活情報の英語説
明」、「外国人住民への支援」等について、日本語支
援だけではなくボランティアガイドなどにも使える
技術を教えています。
　また、協会は平成28年度から「福山多文化共生
大学」の事業を始めており、多文化共生のまちづく
りや日本語支援の基礎を市民に紹介しています。
CIRは運営事務に
従事しながら受講
し、多文化共生に
ついても勉強して
います。市はCIR
の活動を通じて、
誰もが住みやすい
まちづくりを目指
しています。

配属されている市民相談課は、市役
所1階にあり、多くの市民と交流し
ている

日本語ワンペアレッスンの顔合わせ
にて流れを説明

「ボランティアのための英会話サロン　
会話」にて指導

キャシー・ライス
米国ペンシルベニア州出身。大学で日本研究を専攻し、ワシントンDC
日米協会でのインターンシップや日本での１年間の留学経験を経て、大
学卒業後の平成25年８月から福山市に任用され、市民局市民部市民相
談課に配属。

人口：469,754人（平
成30年４月末現在）

特徴：「100 万本のば
らのまち」として、
ばらのまちづくりに
取り組んでいます。

主なイベント：福山ば
ら祭、鞆の浦観光鯛
網、福山夏まつり、
ゲタリンピック、ふ
くのやまよさこい　
など

広島県福山市CIRによる外国人住民へのボランティア
活動支援で進める多文化共生のまちづくり 福山市

多文化共生

インバウンド時代を迎え撃つ
香川県は、国際化を推進していくため昭和62年

（1987年）に JETプログラムが始まると同時に、
英国とオーストラリアから計2名のCIR を採用し
ました。以降、世界各国からCIR を招聘し、ここ
10年は、英語圏から2名、中国・韓国から1名
ずつの交流員4名体制を維持しています。
　CIR の仕事のうち、一番大きなウエイトを占めて
いるのが翻訳作業です。知事の文書や挨拶文などに
限らず、道路標示や各地のパンフレットなど、実に
様々な場面で活躍しています。平成29年に香川で
宿泊した外国人の延べ人数は48万人を超え、全国
でもトップクラスの伸び率となっています。空港の
国際路線の拡充や、今や世界的にも評価されている
瀬戸内国際芸術祭など、観光資源のプロモーション
の成果が現れたものと考えていますが、その裏では、
県内各地の観光地をはじめ、駅やフェリー乗り場な
どの看板やパンフレットの多言語化に取り組んだ
CIR の活躍があったことを忘れてはいけません。

「出会い・ふれあい・発見隊」と多文化共生
　県内を訪れる外国人
が増えるとともに話題
になるのが、多文化共
生というキーワードで
す。学校現場や様々な
場面で、いかに互いを
理解し合えるかが議論
の的になっています。そこで県教育委員会では平成
26年から現在の「豊かな人権感覚を育てる事業」
を始めました。県内の小・中・高校生や特別支援学
校の生徒が「出会い・ふれあい・発見隊」のメンバー
となり、豊かな体験を通して人権感覚を高め、自分
の生き方を豊かに創りあげていくための力を身に着

けるのが目標です。平成28年からは、世界の国々
との共通点や相違点を知り、その結果、偏見を持つ
ことなく、互いの国の文化や伝統を尊重しようとす
る気持ちを高めさせたいとの思いから、CIR による
異文化理解講座も加えました。平成29年の異文化
理解講座には、米・中・韓のCIR4名が参加し、そ
れぞれの国についての紹介や、言葉遊び、クイズな
どで子どもたちとふれあいました。また、一緒にう
どんを作ったり、特別支援学校の生徒や卒業生を中
心に結成された「でけでけ隊」によるよさこい踊り
の披露に参加したり交流を重ねました。髪の毛の色
が違う人、話す言葉が違う人、体に障害がある人も
ない人も、みんなで同じ時間を共有し互いを思いや
る、これぞまさに多文化共生の第一歩ではないで
しょうか。参加した子どもたちからは、「アメリカ、
韓国、中国に行ってみたい！」「国ごとで文化が異
なり、同じアメリカの中でも州が変われば食べ物も
変わることを知り、新しい発見ができました」など
の感想を頂きました。子どもたちの視野を広げるお
手伝いをCIR ができたことを嬉しく思います。同
時に、CIR からも「障害のある子どもたちが一生懸
命よさこいを踊ってい
る姿を見て心を打たれ
た」などの感想があり、
子どもたちと CIR 双方
に良い効果が出ていま
す。

CIR と香川県の今後
　ますます増えるであろう外国からの来県者、ます
ます変容してくるであろう社会の姿。香川県は日本
で一番小さな県ですが、大きな成長を遂げられるよ
うに、そして、県としての視野をますます広げられ
るように、CIR と一緒に努力を続けていきます。

「でけでけ隊」によるよさこい
踊りの披露

CIRによる異文化理解講座の様子

面積：1,876.77㎢
人口： 962,054人
著名な観光地：
　栗林公園
　小豆島、金刀比羅
宮、直島

特産品：
オリーブ、盆栽
ニット手袋、うど
ん

香川県４人のCIRが支える
多言語化と異文化理解

国際交流

辛 惠珍　アン・ヴィシェヴィアンスキ　ジョナサン・マッカーリー　唐　思斉
辛 惠珍（シン・ヘジン）：韓国プチョン市出身。平成25年から平成30年まで5年間香川県国
際課に勤務。瀬戸内に浮かぶ島をほぼ制覇するほど瀬戸内を愛していた。茶道も嗜む素敵な女性。
アン・ヴィシェヴィアンスキ：米国ミシガン州出身。平成28年から平成30年まで香川県国際
課に勤務。豆腐を愛する和風な女性。日本語のダジャレを愛し、笑顔の絶えない素敵な女性。
ジョナサン・マッカーリー：米国テネシー州出身。平成29年から1年間、香川県国際課で勤務。
寡黙だが博学で、時に示される知識量には驚かされた。平成30年からはALTとして活躍中。
唐　思斉（トウ・シセイ）：中国陝西省安康市出身。平成29年から1年間、香川県国際課で勤務。
語学指導の力は抜群。ユーモアあふれる明るい性格で、誰からも愛される素敵な女性。
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